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写    真 
 

  
写真-1：歴史文化遺産科学研究センター本部が入って

いる建物 
写真-2：新しく修復ラボラトリーが設置される建物 

  
写真-3：新しく修復ラボラトリーが設置される部屋 
（実体顕微鏡、マイクログラインダー等設置場所） 

写真-4：新しく修復ラボラトリーが設置される部屋 
（ドラフトチャンバー等設置場所） 

  
写真-5：新しく修復ラボラトリーが設置される部屋 
（超音波クリーナー等設置場所） 

写真-6：人骨の分類作業 

  
写真-7：修復中の出土品（瀝青） 写真-8：修復中の出土品（金属） 
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写真-9：修復が終了した出土品（金属） 
 

写真-10：修復が終了した出土品（土器） 

  
写真-11：修復が終了した出土品（織物） 
 

写真-12：既存機材（グラインダー） 

  
写真-13：既存機材（実体顕微鏡（個人所有）） 
 

写真-14：既存機材（電子顕微鏡（個人所有）） 

  
写真-15：作成中の文化遺産パスポート 
 

写真-16：発掘現場 
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 プロジェクトの背景と要請の経緯 

アルメニア共和国（以下「ア」国という。）は、西アジアと南ヨーロッパの接点であるコー

カサス地方に位置することから、古来より文明及び交易の十字路として発展してきた。「ア」

国には紀元前まで遡る遺跡も発見されており、世界的に重要な遺跡や考古学資料が数多く存

在する。 

「ア」国は 1991 年の独立後、我が国を含む諸外国と文化セクターの調査研究交流を活発に

行っている。また、経済発展に伴いインフラ開発が各地で行われているが、道路建設等にお

いて遺跡が発見された場合には発掘調査を行うことが義務付けられており、その際には、「歴

史文化遺産科学研究センター考古学資料修復・保存機材整備計画」（以下「本事業」という。）

の要請機関である歴史文化遺産科学研究センター（以下「同センター」という。）に通知され、

発掘調査が行われている。 

しかしながら、現在、「ア」国における文化遺産保護分野は、資機材面や人材面を含む慢性

的なリソース不足に直面している。同センターでは、これまで 13 の遺跡の発掘を行っており、

発掘現場にて考古学資料が約 60 万点出土しているが、修復・保存を行うための機材をほとん

ど有しておらず、性能・量とも圧倒的に不足しているため、修復・保存作業が追いついてい

ない状況にある。また、修復作業時には、出土品についている埃・錆等の異物を取り除く必

要があるが、その際に出る粉塵や使用する薬品等が人体に影響を与える可能性があり、修復

士の健康被害についても懸念されている。 

こうした背景から、同センターに考古学資料修復・保存機材を整備することにより、修復

が必要な出土品の適切な修復・保存作業を実施するために、「ア」国政府は機材整備に必要な

資金協力を我が国に要請した。 

 

1-2 無償資金協力の要請内容 

(1）要請年月 2017 年 1 月 

(2）要請金額 記載なし 

(3）要請内容 考古学資料修復・保存機材 

 

1-3 我が国の関連分野への協力 

過去の我が国による考古学資料修復・保存分野に関連した援助実績は表-1 のとおりである。 

 

表-1 我が国の援助実績 

協力内容 
実施 

年度 
案件名 

事業費 

(百万円) 
概要 

文化庁委託事

業 

（東京文化財

研究所） 

2011-2014 

アルメニアおよびコー

カサス諸国等における

文化遺産保護に関する

拠点交流事業 

不明 

アルメニア歴史博

物館に対する考古

金属資料の調査研

究及び保存修復 

（出典：東京文化財研究所） 
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1-4 他ドナーの援助動向 

他ドナー修復・保存分野に関連した援助実績は表-2 のとおりである。 

表-2 他ドナーの関連分野への協力実績 

国名・機関名 
実施 

年度 
協力の種類 内容 金額 

ロシア 

エルミタージ

ュ美術館 

2016 海外研修 エルミタージュ美術館にお

ける修復・保存に係る研修

（特に織物、金属製品）（2

名参加）及び会議 

不明 

ロシア 

エルミタージ

ュ美術館 

2014 国内研修 エルミタージュ美術館の修

復士による保存に係る研修 

不明 

イタリア 2013 国内研修 土器及び発掘現場の修復に

係る研修 

不明 

イタリア 2010～ 修復センターの整

備 

（本事業の要請機

関とは別組織） 

教会の建物、絵画、モザイ

ク等の修正を行うセンター

の施設・機材整備。学生及

び専門家に対する海外研修 

不明 

オランダ 2000 技術協力・海外研

修 

オランダにおける木製馬車

の修復及び研修 

不明 

＊ その他、アメリカ、ロシア、オーストリア、イタリア等の研究者と発掘協力等を行

ったり、国際会議に参加したりしている。 

（出典：歴史文化遺産科学研究センター資料） 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

同センターは 2003 年に設立された文化省傘下の機関である。 

ソ連時代にはアルメニア記念碑機関（The Corpus of Armenian Monuments）として活動を行っており、

独立後の 1991 年からは現在の同センター副館長のもと活動を行っていたが、2003 年に再組織化され

た。同センターの主な活動は、不動産遺産の登録、遺跡の発掘、出土品の修復及び学術研究である。

不動産遺産の登録については、「ア」国国内の建物や記念碑等をはじめとする不動産遺産の情報を収

集し、登録を行い、リスト化し、文化財パスポートを発行している。2017 年 6 月時点で約 24,000 点

の不動産遺産が登録されており、登録数は日々増加している。登録されたデータは、ホームページ上

でも公開されている。また、同センターは不動産遺産の維持管理も担っている。 

同センターの組織図は図-1 のとおりで、2017 年 6 月現在の常勤職員数は 82 名である。その他一時

的な雇用者（発掘サイトでの考古学者、作業員等）を含めると 105 名となる。 

 

 
 

図-1 歴史文化遺産科学研究センター組織図 

（出典：歴史文化遺産科学研究センター資料） 

 

2-1-2 財政・予算 

同センターの予算は、政府からの収入と企業等からの収入から成る。政府からの収入には通常予算

分と入札等により実施した公共プロジェクト等から得た収入がある。企業等からの収入は民間でのプ
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ロジェクト等の入札や発注を受けて得るものである。2016 年度の通常予算は収入全体の 80％を占め

る。2017 年度の通常予算は文化省から 96,507,300 アルメニアドラム（約 2,220 万円）、教育科学省科

学委員会から 80,999,600 アルメニアドラム（約 1,863 万円）を得ている。 

政府への予算申請は、「ア」国財務省の中期計画策定を行いやすくし、また申請機関の継続的な活

動計画策定を促すことを目的として、先 3 年間分の予算を対象として行うこととなっている。3 年間

の中期計画は前年の 1 月に提出する。翌年度の詳細予算は 7 月に申請をしており、12 月に承認がお

りて翌年の予算額が確定する。 

同センターは収支を計画（契約）ごとに管理している。修復・保存関連の維持管理費は毎年 700,000

ドラム（約 16 万円）程度であり、文化省からの通常予算の文房具費、特別材料費、発掘費等の項目

から支出されている。本事業が実施される場合、機材の維持管理に必要なフィルター等の維持管理費

として新たに 1,000 米ドル程度確保する必要があると予測されている。同センターは通常予算に新た

に 1,000 米ドルを組み込むことを約束している。 

また、修復ラボラトリー改修に係る費用（30,000 米ドル、約 330 万円）は、文化省に特別予算とし

て申請する予定である。本事業は文化省にとっても重要案件であることから、改修費用を優先的に手

当てする旨発言しており、同センターは特別予算確保に向け、文化省と交渉を始める予定である。な

お、同改修工事の工期は 5 か月程度の見込みである。 

同センターは文化省傘下の組織であり、収入と支出が一致するよう運営しており、収支差は発生し

ない。毎年国が行う会計監査と第三者機関が行う外部監査が行われているが、指摘を受けたことはな

い。 

2014～2016 年まで 3 年間の同センター収支実績及び 2017 年の収支計画は表-3 のとおりである。な

お、同国の予算年度は 1～12 月である。 

 

表-3 歴史文化遺産科学研究センター収支状況 

＜全体収支＞ 

予算年度 
2014 

（実績） 
2015 

（実績） 
2016 

（実績） 
2017 

（計画） 

収

入 

文化省からの通常予算 77,013,600 100,793,900 96,661,300 96,507,300 

教育科学省科学委員会か

らの通常予算 
75,961,200  80,999,600 80,999,600 80,999,600 

その他入札等により得た

通常予算以外の収入（公共

プロジェクト等から得た

政府からの収入、民間から

の収入） 

78,292,267 161,113,629 46,035,600 未定 

収入計 231,267,067 342,907,129 223,696,500 - 

支出計 

（費目については別表参照） 
231,267,067 342,907,129 223,696,500 - 

単位：アルメニアドラム、会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 
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換算レート：1 アルメニアドラム＝0.23 円 

 

＜文化省からの通常予算の収支＞ 

予算年度 
2014 2015 2016 2017 

（実績） （実績） （実績） （計画） 

収入 

文化省 77,013,600 100,793,900 96,661,300 96,507,300 

収入計 77,013,600 100,793,900 96,661,300 96,507,300 

支出  

給料 58,252,400 66,923,600 65,961,100 

N/A 

文房具費 250,000 250,000 150,000 

特別材料費（家具、機械等） 600,000 600,000 150,000 

食費 100,000 100,000 50,000 

旅費 7,300,000 7,300,000 6,713,500 

車両費 1,650,000 1,650,000 1,170,000 

通信費 940,800 940,800 740,800 

光熱費 2,258,500 2,367,600 2,064,000 

水道費 0 71,900 71,900 

その他（事務所管理費） 840,000 840,000 840,000 

写真代 71,900 0 0 

発掘費 2,000,000 2,000,000 2,000,000 

「モニュメント」雑誌発行費 2,750,000 2,750,000 1,750,000 

Aghdzq 遺跡発掘費 0 15,000,000 15,000,000 

支出 77,013,600 100,793,900 96,661,300 96,507,300 

 単位：アルメニアドラム、会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 

換算レート：1 アルメニアドラム＝0.23 円 
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＜教育科学省科学委員会からの通常予算の収支＞ 

予算年度 
2014 2015 2016 2017 

（実績） （実績） （実績） （計画） 

収入 

教育科学省科学委員会 75,961,200  80,999,600 80,999,600 80,999,600 

収入計 75,961,200  80,999,600 80,999,600 80,999,600 

支出  

給料 48,180,000  54,925,200  54,925,200 

N/A 

電気代 1,425,300  1,508,600  2,090,000 

建物維持管理費 420,000  420,000  780,000 

水道代 0  164,400  178,200 

通信費 550,000  833,300  976,500 

ゴミ処理費 0  0  40,700 

写真代 252,100  82,700  60,700 

文房具費 170,000  3,189,500  930,000 

材料費等 86,200 0 0 

旅費 8,620,000  5,472,400  5,945,600 

燃料費 2,268,700  2,124,000  2,159,500 

発掘チーム費 8,204,900  5,998,600  5,422,000 

車両借り上げ費 5,457,000  5,753,000  7,096,000 

チャージ代 0  241,100  210,200 

研修費 0  0  60,000 

サンプリング・ラボ調査費 0 286,800 0 

ウェブサイト作成費 217,000 0 0 

PC ソフトウェア費 110,000  0  125,000 

支出計 75,961,200 80,999,600 80,999,600 80,999,600 

 単位：アルメニアドラム、会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 

換算レート：1 アルメニアドラム＝0.23 円 
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＜通常予算以外の収支＞ 

No. 資金源 計画名 
収入／支出

（※） 

2014 年度 

1 
教育科学省 

科学委員会 
ボーナス 300,000 

2 
Corsan-Corviam 

Construccion 財団 
Kaqavadzor 遺跡発掘 850,140 

3 文化省 イタリアにおける会議参加 621,700 

4 文化省 
アルメニア大統領のトルクメニスタン

訪問準備 
1,092,200 

5 文化省 アルメニア文化大臣のジョージア訪問 1,071,500 

6 文化省 Lori Berd 遺跡発掘 5,500,000 

7 文化省 
文化省職員（2 名）及び同センター職員

（5 名）のジョージア訪問 
1,003,400 

8 文化省 
360 度アルメニアバーチャル旅行プロジ

ェクト（撮影） 
1,800,000 

9 文化省 St. Gevorg Church 発掘 1,500,000 

10 
Egis International 

Company 財団 
Red Hill 遺跡事前調査 20,503,200 

11 
教育科学省 

科学委員会 
機材購入（事務機器） 1,000,000 

12 文化省 ロリ県要塞改修監督 213,735 

13 
Corsan-Corviam 

Construccion 財団 
Aghdzq 遺跡発掘 12,647,470 

14 
Corsan-Corviam 

Construccion 財団 
Nergin Naver 遺跡発掘 28,296,922 

15 文化省 アルメニア文化副大臣のパリ会議参加 692,000 

16 文化省 
360 度アルメニアバーチャル旅行プロジ

ェクト（撮影） 
1,200,000 

収入計   78,292,267 

支出計  78,292,267 

※それぞれの計画において支出額と収入額と同額である。支出費目は各計画に紐付く給料、旅費、

その他（発掘費用等）。他年度についても同様。 
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No. 資金源 計画名 収入／支出 

2015 年度 

1 
教育科学省 

科学委員会 
調査 17,000,000 

2 
教育科学省 

科学委員会 
ボーナス 900,000 

3 文化省 
アルメニアにおけるイタリア大使との

会議の準備 
50,000 

4 文化省 
アルメニア人専門家のイタリアにおけ

る会議参加 
321,000 

5 文化省 St. Amenaprkich Church 周辺発掘 3,000,000 

6 文化省 欧州評議会加盟費 2,143,100 

7 文化省 ロリ県要塞改修監督 235,527 

8 
Egis International 

Company 財団 
Red Hill 遺跡発掘 104,759,172 

9 
Corsan-Corviam 

Construccion 財団 
Nerqin Sasnashen 遺跡発掘 19,796,976 

10 
Corsan-Corviam 

Construccion 財団 
Aruch 遺跡発掘 2,507,854 

11 文化省 
Lori Berd 遺跡及び St. Amenaprkich 

Church 周辺発掘発掘 
7,000,000 

12 文化省 墳墓改修の設計・見積取得 3,400,000 

収入計   161,113,629 

支出計  161,113,629 
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No. 資金源 計画名 収入／支出 

2016 年度 

1 
教育科学省 

科学委員会 
ボーナス 900,000 

2 
教育科学省 

科学委員会 
アルメニア国王陵調査 17,000,000 

3 文化省 
アルメニアにおけるギリシャ専門家の

撮影費（マイクロバスレンタル） 
200,000 

4 文化省 要塞改修の設計・見積取得 4,890,000 

5 文化省 
アルメニアにおけるヨーロッパ代表団

訪問 
790,000 

6 文化省 
アルメニアにおけるイタリア代表団訪

問 
704,200 

7 文化省 文化省職員モスクワ会議参加 104,900 

8 文化省 
Aghdzq 遺跡発掘現場における墓石オー

プニングセレモニー 
2,481,000 

9 文化省 イタリアのプロジェクト翻訳 535,500 

10 文化省 国際文化協力実施プロジェクト実施 18,430,000 

収入計   46,035,600 

支出計  46,035,600 

単位：アルメニアドラム、会計年度：1 月 1 日～12 月 31 日 

換算レート：1 アルメニアドラム＝0.23 円 

（出典：歴史文化遺産科学研究センター資料） 

 

2-1-3 技術水準 

本事業で整備される機材の使用・運用・維持管理は修復・研究課長の Yelena Atoyants 氏が責任者と

なる。機材の主な使用者及び維持管理者は、表-4 に示すとおりである。主に修復・研究課の修復士が

使用するが、考古学研究課に所属する人類学者も使用する予定である。Yelena Atoyants 氏はエジプト、

フランス、ロシア及びアルメニアにて考古学資料の修復・保存の研修に参加した経験があり、全ての

機材について使用経験がある。本事業で整備される機材は考古学資料の修復・保存過程で一般的に使

用されるものであり、一部機材については、その他の修復士も類似機材の使用経験があるため、使用・

操作・維持管理について特段の問題はないものと考える。 
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表-4 技術者リスト 

氏名 職種、職位 分野 学位・資格 経験 
年数 

機

材 
番

号 
Yelena Atoyants 

（責任者） 

修復・研究課長 金属、ガラス、ビ

ーズ、土器、木材、

石器 

金属学修士 28 年 全て 

Siranush Khalikyan 修復士 ビーズ、（金属） 歴史学修士 6 年 全て 

Meri Safaryan 修復士 金属、ビーズ 歴史学修士 6 年 全て 

Arina Grigoryan 修復士 土器 美術学修士

（石膏） 

12 年 全て 

Liana Zhamagortsyan 修復士 土器、骨 コンピュー

ター学修士 

16 年 全て 

Taguhi Hmayakyan 修復士 作図、土器、ガラ

ス 

美術学修士

（土器） 

19 年 全て 

Ari Sargsyan 人類学者 人骨 人類学修士 1 年 全て 

Hasmik Simonyan 人類学者 人骨 人類学博士

課程在籍中 

- 全て 

Nona Manaseryan 修復アシスタン

ト、アーカイブ担

当 

金属、土器 修士 2 年 全て 

Gohar Stepanyan 修復アシスタン

ト 

土器 観光学修士 6 年 全て 

（出典：歴史文化遺産科学研究センター資料） 

  

2-1-4 既存施設・機材 

(1) 既存施設 

同センターの本部はエレバン市内中心部に位置する。本部が入っている建物には市役所の一部機関

等、他の機関が入っている。また、本部から数キロ離れた場所に同センターが保有する独立した施設

があり、土器及び人骨の修復・保存作業等が行われている。 

本事業が実施された際には、現在土器及び人骨の修復・保存作業を行っている独立した施設内に新

たに修復ラボラトリーを設置する予定である。同施設の 1 階部分の 3 部屋が改修された上で、要請機

材が設置される。現在、修復ラボラトリー設置予定の部屋は出土品の保管場所となっている。ドアは

施錠でき、窓の外には金属製の格子が入っている。施設には 24 時間警備員が常駐しており、セキュ

リティについて特段の問題は見受けられない。改修工事には、換気ダクト設置に必要な排気口の設置、

電気配線工事等が含まれている。また、要請機材を設置するテーブル等の家具も必要である。 

本改修に係る予算措置は本事業の閣議通過後に行われる予定である。文化大臣に特別予算として申

請を行い、文化大臣が承認すれば、1 か月以内に資金を受領できる。文化省は改修費用について優先
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的に手当する旨発言している。なお、改修工事を行う際には、「ア」国法律により入札を経る必要が

あり、入札手続きには 20 日程度要する見込みである。改修工事期間は 5 か月程度と想定される。 

 

(2) 既存機材 

同センターの既存機材は表-5のとおりである。グラインダーは現在使用可能なものが1台あるが、

主に金属製品及び土器修復作業に使用されている。使用頻度が非常に高いため老朽化しており、修理

を行いながら使用している。 

同センターは写真撮影機材を保有していないため、個人が所有するカメラを使用している。現在使

用している実体顕微鏡は個人所有のものであるが、ソ連時代のものであり、倍率も低く、カメラを接

続する等の十分な機能が備わっていない。また、可搬型デジタル顕微鏡も発掘現場及び修復作業にお

いて使用されているが、個人所有のものである。 

  

表-5 既存機材リスト 

No. 機材名 数 
量 設置年 メーカー 型式 使用目的 使用 

頻度 状態 

1 グラインダー 3 2004 - - 出土品のクリー
ニング 

毎日 1台：かろうじて使用
可能、2台：不良 

2 バキュームク
リーナー 

1 2015 Kaercher mv3premium 
SIN085194 

粉塵の除去 毎日 良好 

（出典：歴史文化遺産科学研究センター資料） 

 

2-2 環境社会配慮及びグローバルイシューとの関連 

2-2-1 環境社会配慮 

特になし。 

 

2-2-2 その他（グローバルイシュー等との関連） 

特になし。 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位計画 

アルメニア開発戦略（2014-2025 年）の第 8 章「人的資本開発」、第 24 項「文化」において、「有形

及び無形文化遺産の保護」、「文化インフラの開発及び管理」及び「国際文化関係の強化」を謳ってい

る。本事業は考古学資料修復・保存機材の整備により、「ア」国の貴重な文化財を修復・保存するこ

とができ、これらの達成に貢献することから、「ア」国上位計画と合致しているといえる。 

本事業により考古学資料修復・保存機材を供与することにより、出土品の適切な修復・保存がなさ

れることで、「ア」国における文化遺産が保護され、また、修復された出土品に係る国民への情報提

供の増加により、国民の自国の歴史や文化への関心醸成や理解促進という教育効果にも繋がり、もっ

てインフラ開発等に偏重することのない均衡のとれた持続的な経済成長の達成に寄与するものであ

る。よって我が国の対アルメニア共和国国別開発協力方針（2012 年 12 月）の基本方針である「均衡

のとれた持続的な経済成長の達成」に合致する。 

 

3-1-2 当該セクターの現状 

先述のとおり、「ア」国は古来よりアジアとヨーロッパの文明及び交易の十字路として発展し、当

国内にはユネスコ世界遺産に登録された文化遺産が 3 か所あり、その他国内各地にも歴史上極めて重

要とされる遺跡が多数ある。 

「ア」国において、遺跡の発掘は文化省傘下の同センターと教育省科学アカデミー傘下の考古学研

究所が担っており、文化省傘下の考古学委員会が各遺跡の発掘を行う機関を決定している。考古学研

究所は遺跡発掘、科学調査を主に行っている機関であり、計画に沿った遺跡発掘調査のみを行ってい

る。一方、同センターは計画に沿った遺跡発掘調査のみならず、工事等で新たに発見された遺跡の緊

急発掘調査も行っている。「ア」国においては、遺跡発掘調査にて発見された出土品はその発掘を行

った機関が責任を持つこととなっており、修復・保存作業を発掘から 2 年以内に完了することが法律

にて定められている。そのため、同センターが行った発掘調査にて発見された出土品は、同センター

が責任を持って修復・保存を行う必要がある。なお、考古学研究所は十分な修復機材を保有していな

いため、同センターに出土品の一部の修復・保存を依頼する場合がある。 

修復・保存作業が完了した出土品は、「ア」国国内のアルメニア歴史博物館、エレブニ博物館、各

県の博物館等に送られ、展示または保管される。重要度が低い一部の出土品については、同センター

等の修復・保存を行った機関にて保管されている。 

 

3-1-3 プロジェクトの目的 

本事業は、アルメニア文化省傘下の歴史文化遺産科学研究センターに考古学資料修復・保存機材を

供与することにより、出土品の適切な修復・保存がなされることで、「ア」国における文化遺産が保

護され、また、修復された出土品に係る国民への情報提供の増加により、国民の自国の歴史や文化へ

の関心醸成や理解促進という教育効果にも繋がり、もってインフラ開発等に偏重することのない均衡

のとれた持続的な経済成長の達成に寄与することを目的とする。 
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3-2 無償資金協力による計画 

3-2-1 設計方針 

同センターが現在修復・保存を行っている主な出土品は、金属製品、土器、石器、人骨である。

織物や木製品等も一部あるが数は少ない。発掘サイトの主な出土品及び修復・保存が必要な出土品

の概算数は表-6 のとおりである。なお、同センターは、世界的にも稀な瀝青製の出土品を含め世界

的に貴重な出土品も数多く扱っている。 

 

表-6 出土品リスト 

発掘 

サイト 

出土品数（個） 
うち修復・保存作業が必要な 

出土品（個） 

土器 金属 石器 人骨 土器 金属 石器 人骨 

Red Hill 920 655（銅） 

132（鉄） 

50（石器） 

5,000（ﾋﾞｰｽﾞ） 

395 872 633（銅） 

120（鉄） 

30 376 

Aghdzq 70,000 150 60 - 70,000 80 - - 

Shengavit 200,000 17 150,000 - 10,000 - 70,000 - 

Verin Naver 75 500 5（石器） 

300（ﾋﾞｰｽﾞ） 

- - - - - 

Nergin Naver 99 100 100 - - - - - 

Gorhayq 2,500 30 10,000 - 2,500 30 10,000 - 

Nergin 

Sashashen 

500 - 70 - 500 - 70 - 

Tsitsernavang 50,000 60 20 - 20,000 20 - - 

Lehashen 3,000 - 2,000 - 3,000 - 2,000 - 

Lore Fortress 100,000 50 150 - - - - - 

Gndevaz 50 7 300 - 7 - - - 

Joghaz 100 20 20 - 40 5 - - 

Keren 300 50 - - 70 10 - - 

計 427,544 1,771 168,075 395 106,989 898 82,100 376 

（注）「-」は、記録不明またはゼロを示している。 
（出典：歴史文化遺産科学研究センター資料） 

 
同センターでは、修復・保存作業は次の手順にて行っている。 

① 発掘 

② クリーニング 

③ （接着） 

④ 分析 

⑤ （接着） 

⑥ 保存 

＊接着が③で行われるか⑤で行われるかは出土品の性質による。各工程で写真撮影が行われ、作
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業内容がパソコン及びノートに記録される。 

 

修復・保存作業は発掘現場から開始される。発掘現場にて写真等の記録をとり、出土品を取り出

す。出土品が壊れやすい場合には発掘現場で薬品を混ぜた溶液を使用して固定させてから、同セン

ターに運ばれる。また、出土品の周辺の砂や堆積物等も分析のためサンプルが持ち帰られる。 

金属製品、土器等の出土品については、表面についた錆や汚れ等を筆やカッター、グラインダー

等で取り除いている。破片がある場合には組み立て溶液を使用して接着させる。出土品や出土品に

ついた埃・堆積物等を分析する必要があるが、現在機材がないため、外部に分析を依頼している。

修復が終了し、必要な分析が完了した金属製品、土器、木製品等の出土品は、保存のため、各出土

品に適した溶液のレイヤーが塗布される。金属製品及び小さな織物については、ひとつひとつをプ

ラスチック製の袋（ジッパー付プラスチック袋）に入れ、袋に小さな穴を開け、主に紙製の箱で保

存されている。土器については、そのまま紙製の箱に入れて保存されているケースが多い。瀝青製

品については、密閉できるプラスチック製の箱に中に、出土品に傷を与えないようやわらかい素材

を敷いて保管されている。紙製の箱の多くは菓子箱や電気製品の箱等が再利用されているが、箱の

紙が酸性ではなく中性であることを確かめてから保管用の箱として使用されている。 

各段階にてどのような作業が行われたか記録するため、作業の前後で写真撮影が行われている。

また、どのような作業を行ったかについても記録され、パソコン及びノートに記入される。また、

実体顕微鏡も各段階にて使用され、出土品の修復方法の確認やクリーニング等の修復作業が行われ

ている。 

なお、博物館に出土品を運ぶ前までに一部については調査研究が行われ、分析結果等を掲載した

論文が発表されている。 

本事業は、上記の修復・保存作業を行う同センターに対し、考古学資料修復・保存機材を整備す

るため、同国政府の要請内容と現地調査及び協議の結果を踏まえて、以下の方針に基づき計画する。 

(1) 同センターが行っている出土品の発掘から保存までに必要な最低限の考古学資料修復・保存

機材を選定する。具体的には、出土品の成分を分析する機材、出土品をクリーニングする機

材、出土品の保存のための溶液を作る機材である。全ての段階において記録のために必要な

写真機材や、修復士の健康被害を軽減する機材も含める。 

(2) 既存機材がほとんどなく、機材の使用経験も豊富であるとはいえないことから、各機材の構

成については、最低限必要な機能を持ち、また複雑な操作及び維持管理を要さない構成とす

る。 

(3) 数量は、修復士の人数や作業工程を考慮し、適切な数量を選定する。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

上記設計方針に基づき、各種機材の使用目的、同センターの要望等を勘案の上、計画対象機材の選

定を行った。本事業の考古学資料修復・保存機材の用途、設置・保管場所は表-7 のとおりである。 

 

   



 

20 

表-7 機材活用計画 
機材

番号 機材名 数量 用途 設置・ 
保管場所 頻度 

1 実体顕微鏡（ユニバ

ーサルスタンド付） 
2 式 出土品の観察、修復・保存

作業（記録保存用機材含む） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

2 フリーアーム式実

体顕微鏡 
1 式 出土品の観察、修復・保存

作業（記録保存用機材含む） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

3 デジタル顕微鏡 1 式 出土品の観察、分析（室内

用）（記録保存用機材含む） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

4 ポータブルデジタ

ル顕微鏡 
2 台 出土品の観察、分析（室内

及び屋外用） 
修復ラボラトリ

ー、発掘現場 
毎日 

5 ポータブル蛍光X線

分析装置 
1 式 出土品の分析（無機物） 

（記録保存用機材含む） 
修復ラボラトリ

ー、発掘現場 
毎日 

6 レーザーブラスタ

ー 
1 台 出土品のクリーニング（主

に金属） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

7 スチームクリーナ

ー 
1 台 出土品のクリーニング（主

に土器、石器） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

8 超音波クリーナー 1 台 出土品のクリーニング（主

に金属） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

9 超音波加湿器 1 台 出土品のクリーニング（主

に織物、木材） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

10 マイクログライン

ダー 
3 台 出土品のクリーニング（織

物以外） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

11 ドラフトチャンバ

ー 
1 台 溶液の作成時の排気 修復ラボラトリ

ー 
毎日 

12 排気装置 3 台 出土品のクリーニング時の

排気 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

13 ホットマグネチッ

クスターラー 
1 台 溶液の作成 修復ラボラトリ

ー 
毎日 

14 フーリエ変換赤外

分光光度計 
1 式 出土品の分析（有機物）（記

録保存用機材含む） 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

15 遠心分離機 1 台 出土品のクリーニング 修復ラボラトリ

ー 
毎日 

16 pH／塩分計 1 台 出土品のクリーニング時の

水質検査 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

17 写真撮影機材 1 式 各段階の記録 修復ラボラトリ

ー、発掘現場 
毎日 

18 分析秤 1 台 出土品の分析、溶液の作成 修復ラボラトリ

ー 
毎日 

19 真空デシケーター 1 台 溶液の作成、出土品の保存

作業 
修復ラボラトリ

ー 
毎日 

（出典：歴史文化遺産科学研究センター資料） 

 

「ア」国の電圧は比較的安定しており、停電は年に 2～5 回程度で最大 1 時間程度であり、就業時

間外が多い。また、計画停電の場合は事前に周知されている。電圧は、三相 380V、単相 220V、周波

数 50Hz、プラグは C タイプである。 

 

3-2-3 調達計画 

(1) 資機材等調達先 

 本事業における資機材等調達先は表-8 のとおりである。 
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表-8 資機材等調達先 

機材名 数量 
調達国 備考 

（想定国・地域） 現地 日本 第三国 

実体顕微鏡（ユニバーサル

スタンド付） 2式  ○ ○ DAC 諸国、中国 

フリーアーム式実体顕微鏡 1式  ○ ○ DAC 諸国 

デジタル顕微鏡 1式  ○ ○ DAC 諸国 

ポータブルデジタル顕微鏡 2台  ○ ○ 日本、台湾 

ポータブル蛍光 X 線分析装

置 1式  ○ ○ DAC 諸国 

レーザーブラスター 1台  ○ ○ DAC 諸国 

スチームクリーナー 1台  ○ ○ DAC 諸国 

超音波クリーナー 1台  ○ ○ 日本、中国、メキシコ 

超音波加湿器 1台  ○ ○ DAC 諸国、中国 

マイクログラインダー 3台  ○  日本 

ドラフトチャンバー 1台  ○  日本 

排気装置 3台  ○ ○ DAC 諸国 

ホットマグネチックスター

ラー 1台  ○ ○ DAC 諸国 

フーリエ変換赤外分光光度

計 1式  ○ ○ DAC 諸国 

遠心分離機 1台  ○ ○ DAC 諸国 

pH／塩分計 1台  ○ ○ 日本、ルーマニア 

写真撮影機材 1式  ○ ○ 日本、中国、タイ 

分析秤 1台  ○ ○ DAC 諸国、中国 

真空デシケーター 1台  ○ ○ 日本、中国 

 

(2) 輸送計画 

本事業で調達される機材の輸送は、日本側の経費負担により、調達契約業者が行う。 
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日本で調達される機材はコンテナ詰めされ、横浜あるいは東京など京浜地区の主要港から海上輸送

され、ジョージア国のポチ港で陸揚げされる。保税コンテナのまま「ア」国エレバン市内の税関まで

トラック輸送され、通関後、コンテナから積み荷を降ろして別のトラックに積み込み、エレバン市内

のサイトである同センターの修復ラボラトリーを設置する建物まで陸上輸送される。但し、一部機材

については、第三国より「ア」国エレバン市内の同センターまで空路または陸路で輸送される可能性

がある。 

 

(3) E/N、G/A 

交換公文（以下「E/N」という。）及び贈与契約（以下「G/A」という。）は文化省大臣が署名する

ことを確認した。なお、E/N 発効には「ア」国の国会承認が必要であり、1 か月以上を要する場合が

ある。 

 

(4) B/A、A/P 

 銀行取極め（以下「B/A」という。）はアルメニア中央銀行が締結先となり、同銀行が支払い授権

書（以下「A/P」という。）を発行することを確認した。 

 

(5) 免税・通関手続き 

本事業で調達される機材は免税であり、同センターが免税手続きの責任機関となることを確認した。

「ア」国財務省によると、本事業は人道または慈善の目的の枠組みに該当し、E/N 及び G/A 署名後、

財務省が委員長を務める慈善プログラム調整委員会に免税を諮ることとなる。実施機関である同セン

ターが同委員会へ免税を申請し、委員会で本決議が承認されると免税となり、税関当局へ免税が自動

的に通知される。免除される税金は、税関手数料及び VAT である。 

輸入通関手続きは、同センターまたは同センターが依頼する通関会社によって行われる予定である。 
 
(6) 機材据付及び操作指導 

計画されている実体顕微鏡、フリーアーム式実体顕微鏡、デジタル顕微鏡、レーザーブラスター、

ドラフトチャンバー、フーリエ変換赤外分光光度計の機材について据付工事が必要となる。据付工事

は、同センター修復ラボラトリーへの機材搬入後、メーカー技術者が行う。欧米のメーカー製品につ

いては、近隣国のメーカー代理店から派遣される可能性があるが、基本的にメーカー技術者は日本か

ら派遣される。また、据付工事後、全ての機材についてメーカー技術者による初期操作指導を行う。 

 

(7) 事業実施工程表 

本事業の事業実施工程表は表-9 のとおりである。 
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表-9 事業実施工程表 

 

 

 

凡例：  ：日本国内業務 

  ：第三国業務 

  ：現地業務 

   ▼ ：想定時期 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

 交換公文 （E/N）締結 ▼

 無償資金拠出協定（G/A)締結 ▼

 コンサルタント契 約 ▼

 計画内容最終確認（契約締結）

 機材仕様等のレビュー

 入札図書作成

 入札図書承認

 公示 ▼

 入札 ▼

 入札評価

 業者契約 ▼

 機器製作図作成

 機器製作

 事前確認・打合せ（ｺﾝｻﾙ・先方機関）

 出荷前検査

 船積前機材照合検査

 船積み

 機器輸送

 開梱・搬入・据付工事 実施設計

 初期操作指導

 検収・引渡し（完了確認）

調
 

達
 

工
 

程

項目 12

契
約

実
 

施
 

設
 

計

暦年 2018年 2019年

会計年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

例
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3-3 相手国側負担事業の概要 

本事業の実施にあたり、「ア」国側の負担事項は表-10 のとおりである。 

 

表-10 相手国側負担事項 

項目 
概算金額 

外貨額 円貨換算額 

支払授権書（A/P）発行に係る手数料 
及び A/P に基づく送金手数料 

- 90,000 円 

インフラ整備を含む施設の改修 30,000 米ドル 3,297,300 円 

本事業実施後の年間維持管理 1,000 米ドル 109,910 円 

 
3-4 プロジェクトの運営維持管理計画 

本事業全体の窓口は同センターの館長で、機材の使用・運営・維持管理は修復・研究課長が責任者

となる。 

本事業では 10 名が機材を使用するが、修復・研究課長はエジプト、フランス、ロシア及びアルメ

ニアにて考古学資料の修復・保存の研修に参加した経験があり、全ての機材について使用経験がある。

また、複雑な操作及び維持管理を要する機材もないことから、能力面の問題はないものと考えられる。 

機材の維持管理費用は同センターの文化省から配賦される予算から支出される。実施後の維持管理

費用は年間約 1,000 米ドルが見込まれるが、文化省から配賦される年間予算の 0.5％程度である。本

事業実施にあたり同センターは、今後の予算計画に本予算も組み入れて財務省に申請・確保すること

を討議議事録にて約束していることから、財政面の問題はないと考えられる。 

なお、機材のメーカー正規代理店は「ア」国内にないため、アフターセールスサービスは日本また

はヨーロッパ等の支店や代理店を通して行うこととなる。 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

事業実施のための前提条件は特にない。ただし、同センターは本事業が初の日本からの支援となり、

無償資金協力制度に不慣れであることから適時のフォローは必要である。 

 

4-2 機材納入のために必要となる工事等 

本事業実施後、据付開始前までに同センター側は施設の改修整備工事を行う。改修工事には 5

か月程かかる予定である。 

 

4-3 プロジェクトの評価 

4-3-1 妥当性 

 アルメニア開発戦略（2014-2025 年）の第 8 章「人的資本開発」、第 24 項「文化」において、「有形

及び無形文化遺産の保護」、「文化インフラの開発及び管理」及び「国際文化関係の強化」が掲げられ

ており、「ア」国では文化遺産保護が重要視されている。同センターで発掘した遺跡からの出土品の

修復・保存作業を適切に行うことが同センターの課題のひとつである。同センターが保有する膨大な

出土品の修復・保存作業を可能にする本事業は、同国の文化遺産保護に係る課題・政策に合致する。 

また、出土品の適切な修復・保存がなされることで、「ア」国における文化遺産が保護され、また、

修復された出土品に係る国民への情報提供の増加により、国民の自国の歴史や文化への関心醸成や理

解促進という教育効果にも繋がり、もってインフラ開発等に偏重することのない均衡のとれた持続的

な経済成長の達成に寄与することから、本事業は我が国の対アルメニア共和国国別開発協力方針

（2012 年 12 月）の基本方針である「均衡のとれた持続的な経済成長の達成」とも合致する。 

さらに本事業は、2015 年の在アルメニア日本国大使館の開設で二国間関係強化の機運が高まる中

での支援であり、文化省との関係強化は「ア」国における我が国の広報を通じた二国間関係の強化に

寄与し、親日感情の向上や両国間の関係強化に大きく貢献することから、支援の妥当性は高い。 

  

4-3-2 有効性 

(1) 定量的効果 

指標名 基準値 
（2016 年実績値） 

目標値（2022 年） 
（事業完成 3 年後） 

修復・保存される金属製品の数（個／年） 34 80 

修復・保存される土器の数（個／年） 48 100 

分析される出土品の数（片／年） 0 50 

* 修復される出土品については、現在ほぼ手作業で行っている作業が機械を使用できることによ

り効率化され、約 2 倍の出土品が修復できると計算する。特に金属製品については、機械を使用す

る作業量が多いため、2 倍強として計算する。分析される出土品の数については、全てを対象とす

る必要はなく、また人的・時間的制約から修復される出土品（金属製品及び土器）の 30％弱とし
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て計算する。 

 

(2) 定性的効果 

① 価値ある出土品がそれぞれの状態や素材に応じより適切に修復・保存される。 

② 修復・保存作業が効率的に実施できる。 

③ センター自らが所有する機器で分析を行うことで、より効果的な研究活動が実現できる。 

④ 修復・保存の質が高くなり、より一般公開に適した出土品となる。 

⑤ 出土品に関する情報提供を通じて「ア」国国民の歴史・文化への関心が醸成される。 

 

4-4 その他（広報、人材交流等） 

4-4-1 相手国側による広報計画 

本事業が実施された場合、同センターは日本からの支援を積極的に広報する計画である。具体的に

は以下のとおりである。文化省も広報を重視していることを確認した。 
① 在アルメニア共和国日本大使を招聘しての引渡式の開催 

② 同センターウェブページ及び SNS 上にアルメニア語及び英語にて日本支援により整備され

た機材で出土品の修復・保存が行われたことを周知する記事を掲載 

③ 同センターにて研究論文を発表する際に言及 

④ 博物館に送付された出土品を展示する際に日本支援により修復・保存が行われた出土品であ

ることを周知する説明文をパンフレットや展示品の説明パネルに追加 

⑤ 供与機材への日章旗マークの貼付 

 

4-4-2 その他 

特になし。 
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【資料】 

1． 調査団員・氏名 

中村 陽子  機材計画  （一財）日本国際協力システム 

山越 和彦  機材調達・積算  （一財）日本国際協力システム 

 

2． 調査行程 
No. 日付 旅程 活動内容 宿泊地 

1 5 月 28 日（日） 成田 12:00 (SU261)→16:10
モスクワ 20:40 (SU1868)→ 移動 機内 

2 5 月 29 日（月） →00:30 エレバン 移動 
同センターとの協議・調査 エレバン 

3 5 月 30 日（火）   同センターとの協議・調査 エレバン 

4 5 月 31 日（水）   同センターとの協議・調査 
文化省との協議・調査 エレバン 

5 6 月 1 日（木）   同センターとの協議・調査 
税関との協議 エレバン 

6 6 月 2 日（金）   同センターとの協議・調査 エレバン 

7 6 月 3 日（土）   
国立歴史博物館との協議 
国立美術館との協議 
マテナダラン古文書館との協議 

エレバン 

8 6 月 4 日（日）   同センターとの協議・調査 エレバン 

9 6 月 5 日（月）   同センターとの協議・調査 エレバン 

10 6 月 6 日（火）   発掘サイト見学 エレバン 

11 6 月 7 日（水）   同センターとの協議・調査 エレバン 

12 6 月 8 日（木）   同センターとの協議・調査 
文化省との協議・調査 

エレバン 

13 6 月 9 日（金） 
エレバン 14:45(SU1861)→
16:45 モスクワ 19:00 
(SU262)→ 

同センターとの協議・調査 
在アルメニア日本国大使館報告 
移動 

機内 

14 6 月 10 日（土） →10:35 成田 移動 
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3． 関係者（面会者）リスト 

歴史文化遺産科学研究センター 

Tigran H. Simonyan 館長 

Hakob Simonyan  副館長 

Yelena Atoyants  修復士 

 

文化省 

Arev Samuelyan  副大臣 

Armenak Sargsyan 文化遺産及び民族芸術局長 

 

税務委員会 

Gevorg Saghoyan 税関局長 

Mher Martirosyan 税関副局長 

 

国立歴史博物館 

Grigor Grigoryan 館長 

 

国立美術館 

Arman Tsaturyan  館長 

 

マテナダラン古文書館 

Gayane Eliazyan  修復課長 

 

在アルメニア日本国大使館 

前川 恵  二等書記官 

 

JICA ウズベキスタン事務所 

伏見 勝利  所長 

村井 博満  所員 

 

4． 討議議事録及び当初要請からの変更点 

(1) 要請内容 

同センターと合意した討議議事録は別添のとおりである。当初要請内容から削除・変更した機材は

表-11、追加した機材は表-12 のとおりである。 
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表-11 当初要請内容から削除・変更した機材 

機材名 数量 理由 

レーザーブラスター 不明 → 1 使用目的により適した機種に変更 

電気ゴテ 不明 → 0 必要性が低いため削除 

スポッティングテーブル 不明 → 0 必要性が低いため削除 

ドラフトチャンバー 不明 → 1 使用目的により適した機種に変更 

排気装置 不明 → 3 使用目的により適した機種に変更 

純水製造装置 不明 → 0 消耗品の入手を考慮し、削除 

 

   

表-12 当初要請内容に追加した機材 

機材名 数量 理由 

実体顕微鏡 0 → 2 作業工程上必要であるため 

ポータブルデジタル顕微鏡 0 → 2 作業工程上必要であるため 

超音波クリーナー 0 → 1 作業工程上必要であるため 

遠心分離機 0 → 1 作業工程上必要であるため 

pH／塩分計 0 → 1 作業工程上必要であるため 

写真撮影機材 0 → 1 作業工程上必要であるため 

分析秤 0 → 1 作業工程上必要であるため 

真空デシケーター 0 → 1 作業工程上必要であるため 

 

(2) その他 

 特になし。 

 

5． 参考資料 

特になし。 
 

6． その他の資料・情報 

特になし。 
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写    真 

  

写真-1：アクラにある GBC 本局入り口。2 か所しか

なく、必ず守衛のチェックを受ける必要がある。 
写真－2：本局外周は高い塀で囲まれており部外

者の侵入を防いでいる。 

  
写真-3：本局全体図。15 の主な建物で構成されてい

る。 
写真-4：本計画要請機材の番組制作機材が整備

される予定のスタジオ 1 が入っているビル  

  
写真-5：スタジオ 1。GBC は全部で五つのスタジオ

を有する。 
写真-6：スタジオ 1 サブコントロール室。映像、

照明の調整を行う。 

  
写真-7：サブコントロール室の隣にある音声コント

ロール室 
写真-8：プレゼンテーションスタジオ。リハーサ

ル等で使用 
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写真-9：要請機材のモーショングラフィックス用ワ

ークステーション設置予定のグラフィックス室。

GBC 所有 PC は 4 台でノート PC は個人所有品。 

写真-10：屋外撮影機材のテスト中。音声機材が

充分でなくカメラ単体で音声、映像を収録して

いる。 

  
写真-11：屋外撮影チームの撮影予定表 写真-12：メンテナンス室。機材の動作波形を観

測するオシロスコープも所有している。 

 

 

写真-13：家電量販店内の様子。左は液晶 TV、右は

セットトップボックス陳列の様子。 
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 プロジェクトの背景と要請の経緯 

ガーナ共和国（以下、「ガ」国という。）は、アフリカ大陸西部に位置し、南はギニア湾

に面し、西はコートジボワール、東はトーゴ、北はブルキナファソの 3 ヵ国にそれぞれ接し

ている。「ガ」国の 2016 年の GDP は 426.93 億米ドル、一人あたり GNI は 1,380 米ドルであ

る。 

「ガ」国の人口は約 2,812 万人であり（2016 年世界銀行）、アカン、ガ、エベ、ダゴンバ、

マンプルシなどの民族から構成され言語も多岐にわたっているが、公用語は英語である。「ガ」

国は 1957 年に独立したが、1980 年代までは軍時政権が続き、報道は政府の統制下で厳しく

規制されていた。しかし 1992 年に民主政権が樹立されて以降、新憲法の下で報道が自由化

された。 

本計画の対象機関であるガーナ放送協会（Ghana Broadcasting Corporation、以下「GBC」と

いう。）は、1935 年に首都アクラに設立された。設立当初はラジオ放送を、1965 年からはテ

レビ放送も行う「ガ」国唯一の国営放送局である。報道自由化以降も GBC はガーナで最も広

いカバレッジを持つ。 

「ガ」国では多くの民放テレビ放送や外国からの衛星放送が視聴できるが、GBC は唯一の

国営放送局として公共性の高い番組を国民に広く提供し、国民間の情報共有をはかるという

点で重要な役割を果たしてきている。 

しかしながら、GBC 所有のテレビ番組制作機材は老朽化が進み、機材数量も不足してい

る。限られた予算のため大規模な機材整備が実施できず、国民に対して良質な番組を提供す

ることが困難な状況にある。こうした背景から、GBC はテレビ機材整備に必要な無償資金協

力を、責任機関である情報省を通じて、我が国に要請した。 

 

1-2 無償資金協力の要請内容 

(1) 要請年月 2017 年 5 月 

(2) 要請金額 記載なし 

(3）要請内容 撮影機材、編集機材、衛星中継装置、送出装置も含むテレビ局全体システム 

 

1-3 我が国の関連分野への協力 

過去の我が国による GBC に関連した援助実績は表-1 のとおりである。その他、1980 年代

に放送技術・設備分野の青年海外協力隊及びシニア海外ボランティアを計 2 名派遣している。 

 

表-1 我が国の援助実績 

スキーム・案件名等 備考 

無償資金協力 

「ラジオ・テレビ放送網整備計画」 

1984 年及び 1985 年度  

供与限度額 15.56 億円 

JICA 課題別研修（放送技術・設備） 放送技術に関する技術・設備士研修合計 25

名（直近は 2012 年に実施） 
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1-4 他ドナーの援助動向 

他ドナーによる GBC に関連した援助実績は表-2 のとおりである。2016 年に UNICEF がガ

ーナ大統領選挙支援の一環として番組編集用機材の整備支援を行っている他、ガーナの NGO

数団体が GBC に対して番組制作支援や GBC 職員の研修支援を行っている。 

 

表-2 他ドナーの関連分野への協力実績 

国名・機関名 内容 備考 

UNICEF 

 

放送番組編集用パソコン及び編集

ソフト 10 台供与 

2016 年度 

供与金額は不明 

Star Ghana 

(「ガ」国 NGO) 

教育番組制作支援 2014 年度 GHC485,676.92 

同組織の年間活動番組制作支援 2015 年度 GHC 33,500.00 

大統領選挙番組（大統領に対する

一般国民からの質問番組）制作費 

2016 年度 GHC795,123.64 

COTVET 

(「ガ」国 NGO) 

GBC 職員トレーニング支援 2015 年度 GHC306,600.00 

 

THE RURAL ENTERPRISE 

PROGRAM(「ガ」国 NGO) 

社会ドキュメンタリー番組制作支援 2015 年度 GHC 22,464.00 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

GBC は、「ガ」国唯一の国営放送局として、全ての国民に自立した公正・公平な放送サービスを提供する

ことを使命とする。「ガ」国全土にテレビ放送を提供する義務を負っており、全州で合計 32 のアナログ放送用、

2つのデジタル放送用のアンテナおよび送信機を設置している。民放テレビ局の多くが人口の多い都市周辺

でのみ放送を行っているのに対し、GBC は、「ガ」国最大のカバレッジを持つ。 

GBC の組織図は図-1 のとおりで、総従業員数は 2017 年 7 月時点で 1,532 人である。そのうち、技術制作

部には 241 名、TV 部には 310 名の職員が在籍する。日本での技術研修や青年海外協力隊の協力を通じて

高い技術を習得した職員が現在も GBC で活躍している。 

 

 
図-1 GBC 組織図 

（出典：GBC 資料より引用） 

 

GBC の役割は、民放テレビ局と異なり、特定企業の利益や視聴率獲得を目的としない公共性の高い番組

を国民に提供することである。「ガ」国は地上デジタル放送への移行を進めており、GBC は 2017 年現在アナ

ログ放送と地上デジタル放送を同時に行っている。地上デジタル放送では、総合チャンネルの他、5 つの専

用チャンネルを有する。政治チャンネルは政府広報、ニュースチャンネルは国民の知る権利への対応、宗

教・教育チャンネルは国民の教育機会提供、地方文化・地方言語チャンネルは「ガ」国文化の継承、スポー

ツチャンネルは国民へ娯楽の提供を行う役割を担っている。 

また、Training College を所有し、GBC 職員が自ら講師となり放送技術者の養成に力を入れている。 

GBC の経営状態は後述する通り近年厳しい状況にあるが、これを改善し公共放送としての役割を

強化すべく、5 ヵ年計画（2017-2021 年）を策定、2017 年 6 月に GBC 役員会で承認された。各項目の
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内容は表-3 のとおり。 

 

表-3 GBC 5 カ年計画 （2017 年-2021 年） 

第 1 項 GBC の体制整備と強化 

第 2 項 受信料(TV License)部署の設立 

第 3 項 GBC の自立した、無駄のない効率的な組織への発展 

第 4 項 GBC の公共性および競争力の強化 

第 5 項 報道番組および時事問題番組の強化 

第 6 項 現代的な強いマネジメントチームの構築 

第 7 項 質の高い国民を魅了する番組制作 

第 8 項 人材育成計画及びその実践 

第 9 項 テレビ・ラジオ放送施設の現代化および最新式機材の供給 

第 10 項 地上デジタル放送プラットフォームの維持および運営 

第 11 項 マーケティング強化および顧客サービスマーケティング実施体制の確立 

第 12 項 GBC のメディア以外の資産の見直しと有効活用 

第 13 項 GBC 放送大学の設立 

第 14 項 GBC の安定した財務体質および財務規律への発展 

第 15 項 経営戦略における新たなオンライン戦略の重点化 

 

2-1-2 財政・予算 

2017 年 11 月時点での GBC の収支は、以下表-4 のとおりである。GBC の予算は、政府からの収入および

独自収入に分けられる。人件費は全て政府から支払われており、この収入が全体収入の約 80％を占める。

残り約 20％が独自収入（主に広告、番組枠販売によるもの）であり、事業費（電気料、電話代、現有機材メ

ンテナンス費、物品購入費、燃料費等）をここから捻出している。独自収入では事業費を賄えず、2014

年度を除き収支は赤字が続いている。 

支出額が多いのは電力使用料、退職者支払金、燃料費及び衛星回線使用料である。特に、遠隔にある

地方州でのテレビ放送を維持するために必要となる電力使用料、衛星回線使用料が収支を圧迫している。 

収支改善策として、国民からの受信料徴収がある。国会によって GBC によるテレビ保有世帯からの受信

料徴収が承認されている。2015 年に受信料の値上げが国会で承認され、これまでの 1 世帯あたり年間

0.3GHC（約 7.2 円 1）から、1 世帯あたり年間 GHC30（約 720 円）、複数テレビを所有する世帯は年間 GHC 

60（約 1,440 円）へと変更された。受信料の徴収は、受動的手法（GBC 窓口での支払、銀行振込、モバイル

マネーでの支払い）と能動的手法（代理人による各世帯への直接訪問）を実施している。 

また、GBC はテレビ市場でシェアを拡大する衛星放送局に着目し、アフリカ最大の衛星放送局の 1 つであ

る Multichoice 社が放送する Digital Satellite TV（DSTV）に番組提供を開始した。同社の受信料徴収基盤を

活用して視聴者から確実に受信料を徴収することができるよう、同社と協議を進めている。 

「ガ」国のテレビ保有数は現在 300 万世帯を超えていることから、GBC は受信料収入の増加を期待してい

る。国民が受信料を納得して支払うためには、番組制作能力を向上させ、国民にとって魅力的な番組を制作

                                              
1当該調査結果概要で出てくるに記載している日本円（参考）は、1GHC=24.09 円で計算している。 
（2017 年 11 月末時点 出所：OANDA レート） 1 
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する必要があり、その結果、より多くの国民に GBC の番組が支持されれば、広告収入やスポンサー収入も増

加する効果が期待できる。 

 

表-4 GBC 収支（直近 5 年間）  

予算年度 2013 2014 2015 2016 2017 

単位：GHC （実績） （実績） （実績） （実績） （計画） 

収入 

国庫（情報省）収入 45,444,776.42 34,305,734.01 34,571,223.00 35,202,602.36 56,055,547.22 

GBC 独自収入 

広告収入  2,823,458.60   4,280,292.42   3,386,927.30   5,565,471.29   12,520,246.62  

告知・公告収入  204,949.39   400,663.98   303,735.89   409,440.70   1,210,690.95  

スポンサー収入  3,086,178.39   1,357,858.18   317,973.49   863,066.68   10,530,073.79  

販売枠販売収入  5,621,421.71   8,249,370.72   4,422,154.36   6,621,164.18   6,615,074.08  

レンタル収入  568,327.37   1,561,302.13   2,722,614.05   4,539,832.02   5,634,697.02  

受信料収入  75.00  -  218,806.00   1,007,208.14   9,331,864.23  

委託取材収入  477,090.47   116,684.42   1,284,479.95   567,807.67   690,000.00  

大学受講料収入 - - - -  471,550.00  

その他収入  115,163.95   1,516,304.10   2,036,666.85   695,901.41   875,803.31  

GBC 独自収入合計 12,896,664.88 17,482,475.95 14,693,357.89 20,269,892.09 47,880,000.00 

収入計 58,341,441.30  51,788,209.96  49,264,580.89  55,472,494.45  103,935,547.22  

収入計（日本円） (1,405,445,321) (1,247,577,978) (1,186,783,754) (1,336,332,391) (2,503,807,333) 

支出 

人件費 45,444,776.42   34,305,734.01   34,571,223.00  35,202,602.36   56,055,547.22  

電力使用料  3,511,373.00   4,766,060.03   3,191,687.17  4,418,795.58  2,630,862.85  

通信費  255,347.00   110,041.93   497,762.95  426,995.36  819,037.20  

購入費 

 施設 - - - - - 

 機材  1,526,374.00   1,119,457.31   166,603.57   8,218.10   1,912,644.22  

維持管理費 

 施設  91,954.00   123,803.04   80,088.32  109,095.43  143,492.82  

 機材  130,545.00   562,308.89   304,098.34  344,139.58  497,170.57  

 機材（日本円） (3,144,829) (13,546,021) (7,325,729) (8,290,322) (11,976,839) 

その他 2 19,033,876.58 10,769,436.44 14,615,179.17 19,139,860.46 41,876,792.34 

（内訳） 

                                              
2 2013 年度以前と 2014 年度以降で会計基準が異なる。そのため、2013 年度の支出項目「その他」に係る内訳は

公表されていない。また 2017 年度（計画）は、支出項目「その他」のみ公表されており、内訳項目は全て同

項目に含まれる。 
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（燃料費） - (2,467,609.37) (2,758,019.43) (1,634,338.58) - 

（衛星回線使用料） - (1,351,033.01) (1,869,348.24) (1,128,000.00) - 

（退職者支払金） - (2,174,671.20) (4,527,657.86) (3,016,388.26) - 

（その他の支出） - (4,776,122.86)    (5,460,153.64)   (13,361,133.62)  - 

支出計 69,994,246.00  51,756,841.66  53,426,642.52 59,649,706.87  103,935,547.22  

支出計（日本円） (1,686,161,386) (1,246,822,316) (1,287,047,818) (1,436,961,438) (2,503,807,333) 

（出典：GBC 資料） 

2-1-3 技術水準 

GBC の技術者は、表-5 のとおり。所有機材の使用・運用・維持管理は、GBC アクラ本局の技術部長 Mr. 

Augustus Yamson（Director of Engineering）が責任者となる。日常のメンテナンスや修理は技術者 15 名が行

っている。「ガ」国内には、テレビ番組撮影・編集機材の修理やメンテナンスを行えるメーカー代理店等はな

いため、自分たちで修理できない故障については、第 3 国にあるメーカー代理店に機材を輸送して、修理を

行っている。 

 

表-5 技術者リスト 

 
（出典：GBC 資料） 

 

2-1-4 既存施設・機材 

(1) 既存施設 

GBCは首都アクラ市内に本局を構えており、全てのテレビ番組はここで制作・編集・発信されてい

るほか、ラジオの全国放送と首都圏地域放送を行っている。また、全国に45の支局（電波送信用機材

の維持管理のみの役割を担う局も含む）を有する。そのうち15局では地域FMラジオ放送が行われて

おり、また本局を含む11局では、テレビ放送ニュース素材撮影、ドラマ撮影を行っている。 
3章で後述する「ガ」国の地上デジタル化移行との関連では、GBCは完全移行までに通信省が整備

する送信所にデジタル対応の自局アンテナおよび送信機を設置し、放送網を完成させる必要がある。

GBCはこのアンテナと送信機の購入費用を「ガ」国政府に特別予算として要求している。予算が承認

され次第、入札手続きを経て、同アンテナおよび送信機の購入および設置工事を行う予定である。 
 

氏名
年
齢

GBCでの
経験年数

専門分野 学位

Carl Quist 42 7年 ラジオ・音声 技術大学卒

James Agbenu 31 7年 ラジオ・音声 技術大学卒

Alexander Nartey 32 10年 ラジオ・音声 技術大学卒

Emmanuel Abbey 27 7年 ラジオ・音声 技術大学卒

Joseph Amaning 30 7年 ラジオ・音声 職業訓練校卒

Edward Fosu 49 20年 中継車 技術大学卒

Frederick Amoah 51 9年 中継車 職業訓練校卒

Alfred Avornyo 32 10年 中継車 職業訓練校卒

Samuel Odai 32 9年 中継車 職業訓練校卒

Ibrahim Mustapha 32 8年 中継車 職業訓練校卒

Jonathan Kofi Tawiah 41 11年 カメラ、VTR 職業訓練校卒

Bismark Abeidu Baidoo 35 10年 カメラ、VTR 職業訓練校卒

Daniel A. Cafui 30 7年 カメラ、VTR 職業訓練校卒

Eric A. Okoso 37 10年 カメラ、VTR 職業訓練校卒

Edward K. Amoako 38 7年 カメラ、VTR 職業訓練校卒
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(2) 既存機材 

GBC の既存機材は表-6 のとおりである。GBC は、テレビ放送に関しては合計 4 つのスタジオ

で、全 6 チャンネルの番組を撮影している。各スタジオの週あたり平均撮影番組数は、27 番組であ

る。 

GBC の所有するテレビ番組制作機材のうち、特にスタジオ撮影機材は、ほとんどがアナログ又は

デジタル SD の旧規格であり老朽化も進んでいる。GBC は老朽化した機材を今も丁寧に使用し続け

ているが、現在はそのスペアパーツも製造中止となっている機材も多く、近いうちに修理やメンテナ

ンスも不可能になり使用できなくなる可能性が極めて高い。 

また、屋外での取材やドラマ撮影を行うための機材も数量が不足し、番組素材を十分に集めること

ができない。番組をわかりやすくするために有効なグラフィックス動画作成機材も不足しており、国

民に対して良質の番組を提供できているとは言いがたい状況である。 

GBC は 5 カ年計画第 9 項に従い、継続的に放送を続ける必要性から、機材の更新を重要視している。特

に、スタジオ撮影機材、屋外撮影機材はその優先度が高い。ただ、GBC は毎年予算の中から数百～数千

万円程度の機材購入費を捻出し機材の更新・追加を行ってきているが、大規模な機材整備の実施は困

難な状況にある。 
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表-6 既存機材リスト 

（出典：GBC 資料） 

 

2-2 環境社会配慮及びグローバルイシューとの関連 

2-2-1 環境社会配慮 

特になし。 

 

2-2-2 その他（グローバルイシュー等との関連） 

特になし。 

No. 機材名 数量 メーカー モデル番号 使用目的
使用
頻度

設置場所 状態

1 Yahama Audio Mixer 02R96 24 Channels 1 Yamaha 02R96 音声ミキサー 毎日 スタジオ1 良好

2 Drawer Dual-Auto Compressor D241 1 Drawer D241 コンプレッサー（音質調性） 毎日 スタジオ1 良好

3 Sony Tuner Base Unit MB-806 1 Sony MB-806 ワイヤレスマイク 毎日 スタジオ1 良好

4 Professional CD Rewitable Recorder 1 Tascam CD-RW 2000 CD音声録音再生 毎日 スタジオ1 良好

5 TASCAM CD-OIU Professional CD Player 1 Tascam CD-01U CD音声録音再生 毎日 スタジオ1 良好

6 TASCAM MD-350(Mini Disc Recorder) 1 Tascam MD-350 MD音声録音再生 毎日 スタジオ1 良好

7 Tannoy Audio Monitor 3 Tannoy スピーカー 毎日 スタジオ1 良好

8 Sony Video Monitor 12MD-1410 16 Sony 12MD-1410 モニターディスプレイ 毎日 スタジオ1 1台不動作

9 Sony Graphics- Monitor 14 SDM-HX75 1 Sony SDM-HX75 モニターディスプレイ 毎日 スタジオ1 良好

10 Sony PGM Monitor 16 1 Sony モニターディスプレイ 毎日 スタジオ1 良好

11 Blackmagic Hyperdeck Recoder/Player  Pro 1
Blackmagic
 Design

Hyperdeck Recoder

/Player  Pro
映像録画再生 毎日 スタジオ1 良好

12 Sony Disc Recorder XDCM Model PDW-1500 1 Sony PDW-1500 映像録画再生 毎日 スタジオ1 良好

13 Sony Professional Disc Recorder Model PDW-VI 1 Sony PDW-V１ 映像録画再生 毎日 スタジオ1 良好

14 ADB Mentor Lighting Technology console 1 照明装置 毎日 スタジオ1 良好

15 Attached Video Monitor 1 モニターディスプレイ 毎日 スタジオ1 良好

16 Sony Power Source REU-WX2 1 Sony REU-WX2 電源 毎日 スタジオ1 良好

17 Vector Scope Tektronix WTM 601A 1 Tektronix WTM 601A 映像信号測定 毎日 スタジオ1 良好

18 Sony Vector Scope Monitor 13 1 Sony 映像信号測定 毎日 スタジオ1 良好

19 CCU 590P Remote Control Panel 3 Sony 590P 撮影映像色彩調性装置 毎日 スタジオ1 良好

20 Camera Control Unit  590P 3 Sony 590P 撮影映像色彩調性装置 毎日 スタジオ1 良好

21 Sony Interface Unit PFV-10 2 Sony PFV-10 信号変換器 毎日 スタジオ1 良好

22 Under Monitor Display System Controller 1 Sony SC-11 毎日 スタジオ1 良好

23 Sony Camera (Power HAD EX) 3 Sony TVカメラ 毎日 スタジオ1 良好

24 DIGI Super 25XS(LENZ) 3 Cannon TVカメラ用ボックスレンズ 毎日 スタジオ1 良好

25 Vector 70(Tripod) 6 Vinten 三脚 毎日 スタジオ1 良好

26 2 K WATTS Lights SP20 ADB 6 ADB スタジオ照明 毎日 スタジオ1 良好

27 1 K WATTS Lights- ADB SP10 7 ADB スタジオ照明 毎日 スタジオ1 良好

28 650 WATTS LI-MAGIS MOD300(MO)301(PQ) Desiti 6 Desisti スタジオ照明 毎日 スタジオ1 良好

29 Pantograph 40 スタジオ照明用パンタグラフ 毎日 スタジオ1 1台不動作

30 Yamaha Audio Power Monitor 1 Yamaha 音声ミキサー付属品 毎日 スタジオ1 良好

31 James Thomas Light(Combo Light) 4
James Thomas
 Engineering

スタジオ照明補助機材 毎日 スタジオ1 良好

32 Boom Stand 2 毎日 スタジオ1 良好

33 Camera Cable Red 2 カメラ用配線ケーブル 毎日 スタジオ1 良好

34 Black Camera Cable 1 カメラ用配線ケーブル 毎日 スタジオ1 良好

35 Cyclorama Light 1 スタジオ照明 毎日 スタジオ1 良好

36 Sony DVS-9000SF Sony DVS-9000SF スイッチャー 毎日 スタジオ1 修理中

37 Camera Recorder 2 Sony PDW 510 ショルダーカメラ 毎日 野外撮影室 良好

38 Camera Recorder 3 Sony PXLO-X70 ハンディカメラ 毎日 野外撮影室 良好

39 LED Light 2 312-U2-2PT KIT 可搬型LED照明装置 毎日 野外撮影室 良好

40 Sony 8 Ch. I/P Mixer MXP210 2 Sony MXP-210 音声ミキサー 毎日 野外撮影室 不動作

41 Sony DMXPO1 Portable Digital Mixer 2 Sony DMXP-01 ポータブル音声ミキサー 毎日 野外撮影室 不動作

42 Fish pole 2 マイク保持用ポール 毎日 野外撮影室 不動作

43 Sony F720 Dynamic Microphone 9 Sony F720 ダイナミックマイク 毎日 野外撮影室 不動作

44 Sony UWP-D  Series Lapel system 2 Sony UWP-D ラベリアマイク 毎日 野外撮影室 良好

45 Headphones 8 毎日 野外撮影室 良好

46 Sony ECM 77B Lapel Microphone (cabled) 8 Sony ECM 77B ラベリアマイク 毎日 野外撮影室 4台不動作

47 Sony ECM 672 with windshield 5 Sony ECM 672 ガンマイク 毎日 野外撮影室 3台不動作

48 Microphone Floor stands 8 マイクスタンド 毎日 野外撮影室 良好

49 XLR Audio Cables 10 マイクケーブル (20m) 毎日 野外撮影室 良好

50 Camera Recorder 12 Sony PXW-X70 ポータブルＴＶカメラ 毎日 支局(11局) 良好

51 フィールド送信機 12 LiveU LU200 映像無線伝送装置 毎日 支局(11局) 良好

52 デスクトップコンピューター(1997年設置) 2 HP 2.8GHz/1or4GB RAM/32bit 不使用 デザイン室

53 デスクトップコンピューター(2016年設置) 1
Core i7 3.6GHZ/16GB
RAM/64bit

毎日 デザイン室 良好

54 デスクトップコンピューター(2014年設置) 1
Pentium 2.6GHz/2GB
RAM/32bit

不使用 デザイン室
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位計画 

「ガ」国の中期国家開発計画 II（2014-2017 年）の第 8 章「透明性のある説明責任を果たしたガバ

ナンス」、第 8.3.6 項「コミュニケーション開発」において、「国民に対する公共情報へのアクセス改

善」及び「メディア機能の強化」が謳われている。国民間の情報の非対称性を減らすための取り組み

や国家メディア機関に対する法的整備の強化の実施などを通じ、安定した民主主義の実現を目指して

いる。 

また近年、世界的に携帯電話やインターネット等の普及により電波需要が逼迫し、より効率的な電

波利用のため、テレビ放送のアナログから電波利用効率の良いデジタルへの移行が進められている。

「ガ」国も同様であり、地上デジタル放送の方式としてヨーロッパ方式の DVB-T2 を採用し、テレビ

放送の地上デジタル化を進めている。 

ガーナ放送協会テレビ番組制作機材整備計画（以下、「本事業」という。）は、GBC が長期的に、公

正・公平な放送サービスを国民に提供し続けることを可能にすることで、ガーナの安定的民主主義の

運営と持続的な発展へ貢献すると考えられる。対ガーナ共和国 JICA 国別分析ペーパー（2014 年 11

月）では JICA はガーナが目指す国家全体の発展に向けた経済成長の促進を包括的に支援していくも

のと分析し、対ガーナ共和国国別開発協力方針（2012 年 12 月）においても大目標として「広く国民

が受益する力強い経済成長の促進」が定められており、本事業はこれら分析、方針に合致する。 

 

3-1-2 当該セクターの現状 

「ガ」国のテレビ放送は GBC により 1965 年開始された。現在は、地上波放送を行っているテレビ

局は国営局・民放局併せて 23 局、衛星放送局を合わせると全部で 51 局となる。 

マスメディアに関係する政府機関は、表-7 のとおりである。 

 
表-7 「ガ」国マスメディア 政府機関一覧 

関係機関名 役割 

情報省 (Ministry of Information) 国の政策や活動に係る情報を国民に伝え、国民からの意見や

要望を調査、その結果を政府に共有する。本事業の責任機関。 

国家メディア委員会 

(National Media Commission) 

テレビ・ラジオ番組の内容管理や、出版物（新聞・雑誌）の認証、

登録を行う。 

通信省 

(Ministry of Communication) 

通信分野における国家開発政策を策定し、国民が利用しやす

い通信インフラを提供する。 

国家通信庁 

(National Communication Authority) 

通信規制、周波数割り当て、電波送信所の管理や、通信メデ

ィア事業者（通信会社、テレビ・ラジオ局など）の認証、登録を

行う。 

 
先述のとおり「ガ」国ではテレビ放送の地上デジタルへの移行計画が進行中である。地上デジタル化計画

については、通信省が政策を策定し、国家通信庁が通信規制・周波数割当・電波送信所管理といった業務

を担当する。 
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最初の地上デジタル放送は、2010 年 6 月に首都アクラで開始された。2015 年 7 月から「ガ」国は地上デジ

タル放送送信所の設置を全土に広げ、2017 年 4 月までに全州合計 42 サイトでの電波塔と付属建物の建設

は終了した 3。テレビ放送局は同送信所にアンテナおよび送信機を設置し、国に送信所の使用料金と電

力料金を支払い、地上デジタル放送を行うことになる。先述のとおり、GBC は通信省が整備する送信

所にデジタル対応の自局アンテナおよび送信機を設置し、放送網を完成させる必要がある。 

また、放送局が設置する送信機に安定した電力を供給するための変圧器を通信省が調達する予定だが、

この調達が未了のため、現在「ガ」国で地上デジタル放送が視聴可能な地域は首都アクラおよび第二の都市

クマシに限定されている。また、通信省は地上デジタル波受信不可地域に関しても受信が可能になるよう小

型の電波塔の建設・設置といった対応を行う義務も負っているがまだ実現していない。このため、地上デジタ

ル放送への完全移行は当初 2017 年 9 月 21 日の予定だったが、2018 年に後ろ倒しにされており、2017 年

現在、アナログ放送と地上デジタル放送が並行して送信されている。国家通信庁によると、現在の人口比放

送カバー率はアナログ放送で 82％である。デジタル放送は変圧器の設置が完了すれば 84％をカバーする

予定である。23 の地上波テレビ放送局のうち、15 局がアナログ放送を、16 局が地上デジタル放送を、8 局が

両放送を行っている。 

Balancing Act 社調査 4によると、2015 年時点で「ガ」国全体でのテレビ所有世帯数は全 700 万世帯

のうち 350 万世帯で、約 50%であった。このうち、有料の衛星放送の敷設世帯数は 215 万世帯であ

り、地上デジタル放送受信設備の敷設世帯数は 126 万世帯である。国家通信庁は、地上デジタル放送

対応テレビの販売業者数は 2015 年の 12 社から 2016 年には 23 社、セットトップボックス販売業者数も 2015

年の 5 社から 2016 年には 12 社、衛星放送局数も 2015 年の 9 社から 2016 年には 14 社、いずれも増加し

たと報告している。そしてこの 1年で、デジタルテレビの価格は値下げ傾向にあるという。このことから、「ガ」

国のテレビ市場は拡大傾向にあるといえる。 

「ガ」国民が地上デジタル放送を受信するには、地上デジタル放送チューナーの搭載されたテレビを購入

するか、セットトップボックスとアンテナを購入して既存のアナログテレビに接続する必要がある。セットトップボ

ックスは約 GHC150（約 3,600 円）、アンテナは約 GHC30（約 720 円）で、いずれも家電販売店等で購入でき

る。「ガ」国のテレビ市場は拡大しているものの、通信省によると、テレビ所有世帯の約 1/4 にあたる貧困層に

とっては上記機材の購入は困難と推察されており、同省は購入支援策を検討中とのことである。 

 

3-1-3 プロジェクトの目的 

本事業は、GBC のテレビ番組制作機材を整備することにより、質の高い放送サービスの国民への

提供を図り、もって国民間の情報共有の促進を通じてガーナにおける安定的民主主義の運営と持続的

な発展及び力強い経済成長の促進に寄与することを目的とする。 

 

3-2 無償資金協力による計画 

3-2-1 設計方針 

本件の要請機関であるGBCは、「ガ」国で最も広く視聴できるテレビ放送局であり、全ての国民に自立した

公正・公平な放送サービスを提供する役割を担っている。本事業では、GBC が保有する機材の現況と GBC

                                              
3 第 1 段階（2015 年 7 月-2016 年 3 月）：グレートアクラ州（州都：アクラ）及びアシャンティ州（州都：クマシ）、 第 2 段階（2016
年 4 月-2016 年 10 月）： ボルタ州、北部州、アッパーウェスト州及びアッパーイースト州、 第 3 段階（2016 年 11 月-2017 年 4
月）： ブロングアハフォ州、セントラルウェスト州及びセントラルイースト州。 
4 http://www.balancingact-africa.com/news/broadcast-en/39336 

http://www.balancingact-africa.com/news/broadcast-en/39336
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が担う役割に鑑み、GBC の番組制作能力の強化に重点を置く。本事業での機材整備により、GBC は長期的

に、また現在より質の高い番組制作を続けることが可能となる。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

「ガ」国政府の要請内容と現地調査及び協議の結果を踏まえて、以下の方針に基づき計画する。な

お、当初要請されていた衛星中継装置や送出装置は、放送インフラに係る機材であり、一般文化無償

資金協力の主旨に鑑み計画対象外とした。 

 

（1）TV スタジオ撮影システム 

GBC の保有する現スタジオ撮影機材は、アナログ又はデジタル SD の旧規格で老朽化も進んでい

る。世界的にテレビ放送界では既にデジタル HD 規格が浸透しており、現有機材を維持することは

年々困難になってきている。故障の際には、スタジオでの番組制作に支障をきたす可能性もある。

GBC は複数のチャンネルを持ち、TV 撮影スタジオも 4 つあるが、このうち最も使用頻度が高く、ガ

ーナ国民が広く視聴する総合チャンネル番組の制作の中心であるスタジオ 1 の撮影機材一式をシス

テムで更新することとする。機材は耐久性の高い業務用とし、長期的な利用を可能にする。 

 

（2）屋外撮影機材 

GBC が持つ屋外撮影機材は数量が少なく、放送素材の屋外での収集に制約が多い。地方支局では、

カメラはあっても、照明やマイクなどの周辺機材がなく、映像素材の質が低いという問題も抱えてい

る。そこで、屋外撮影用のポータブルカメラレコーダーを取材クルーのチーム数分保有できるように

し、同時に複数箇所での取材・撮影が可能になるようにする。 

チーム数は全部で 10 チームだが、本局で現在使用している 5 台のうち、3 台は引き続き使用が可

能なので、新たに 7 台を選定する。うち 1 台は遠方からの撮影が可能となるよう、望遠レンズタイプ

のカメラレコーダーを選定する。また照明機材やマイク等のカメラの周辺機材も併せて選定し、カメ

ラのみを保有している地方支局に配置できるようにする。 

 

（3）モーショングラフィックス用ワークステーション 

ニュースや教育番組では、コンピューターグラフィックスで制作する短時間動画の挿入が視聴者の

理解を助けるためによく使用されるが、GBC が所有するモーショングラフィックス作成機材は 4 台

のうち 3 台が旧式で使用に耐えられない。このため、新たにモーショングラフィックス用ワークステ

ーションをソフトウェアと共に 3 台導入し、制作番組の質の向上を図ることとした。機材保護のため

の UPS も同時に選定する。 

 

機材リスト及び用途、設置・保管場所は表-8 のとおりである。 
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表-8 機材活用計画 

 

 

（出典：GBC 資料） 

 

 

 

 

設置場所（カッコ内数値は拠点毎配置数量）

本局
Kumasi
局

Cape
coast
局

Secondi-
takoradi
局

Ho,Koforidua,
Surani,Tamale,
Wa,Bolgatanga,
Tema各局

A: TVスタジオ撮影システム

1 スタジオカメラ スタジオでの番組撮影 3台 スタジオ1 毎日
2 レンズ カメラ用ズームレンズ 3台 スタジオ1 毎日
3 ペデスタル カメラ固定用 3台 スタジオ1 毎日

4 プロンプター
アナウンサー台本をカメ
ラレンズ部に表示させる

1台 スタジオ1 毎日

5
アナウンサー自身の映像
確認用

1台 スタジオ1 毎日

6 フロア映像モニター
出演者、スタッフが撮影
映像を確認する

1台 スタジオ1 毎日

7 信号接続ボックス 映像、音声信号の中継用 1台 スタジオ1 毎日
8 テストチャート カメラの色調整用 1式 スタジオ1 毎日
9 カメラコントロールユニット 撮影映像調性用 3式 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日

10 映像スイッチャー
撮影映像のうち１つを選
択する

1式 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日

11 基準信号発生器
各機材の動作の同期を取
る

1台 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日

12 マトリックススィッチャー 信号経路の切替 1台 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日
13 映像録画／再生機 映像記録/ビデオ再生 1式 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日

14
キャラクター作成装置 放送映像に入れるロゴ、

タイトル作成
1式 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日

15 波形モニター 映像情報測定用 1台 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日

16 GPS式時計
GPS衛星からの正確な時刻
信号を受信、表示する

1式 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日

17 デジタル音声ミキサー 収録音声の調整用 1台 ｽﾀｼﾞｵ1音声調整室 毎日
18 ラウドネスメーター 音量のチェック用 1台 ｽﾀｼﾞｵ1音声調整室 毎日
19 モニタースピーカー 音声の確認用 2台 ｽﾀｼﾞｵ1音声調整室 毎日

20 インターカムシステム
スタジオのスタッフへの
指示伝達

1式 ｽﾀｼﾞｵ1音声調整室 毎日

21 LED照明装置 可搬型。補助照明 4台 スタジオ1 毎日

22 操作卓
カメラコントロールリモ
コン、スイッチャー固定

1台 ｽﾀｼﾞｵ1副調整室 毎日

23 据付資機材 機器固定、接続機材 1式 スタジオ1全体 毎日
B:屋外撮影機材

1 カメラレコーダー 可搬型軽量カメラ 6台 野外撮影室 毎日

2
可搬型軽量カメラ（遠方
からの取材撮影用）

1台 野外撮影室 毎日

3 三脚 カメラレコーダー固定用 7台 野外撮影室 毎日

4 コンデンサーマイクロホン
音源が離れている場合、
カメラ取付で使用

7本 野外撮影室 毎日

5 ウィンドジャマー
風の雑音がマイクに入る
のを防ぐ

4台 野外撮影室(1) (1) (1) (1) 毎日

6 伸縮式ポール
カメラ視野にマイクが写
らずにマイクを音源に近
づける

4本 野外撮影室(1) (1) (1) (1) 毎日

7 ラベリアマイク 胸元につける小型マイク 7台 野外撮影室 毎日
8 ダイナミックマイクロフォン 手持ち型マイク 7台 野外撮影室 毎日

9 フィールドミキサー
バッテリー駆動型小型ミ
キサー

3台 野外撮影室(2) (1) 毎日

10 ヘッドフォン 収録音声の確認用 7台 野外撮影室 毎日

11 マイクケーブル
マイク及びミキサー出力
接続ケーブル

27本 野外撮影室(25) (2) 毎日

12 LED照明装置 バッテリー駆動型 20台 野外撮影室(5) (4) (2) (2) (各1、合計7台) 毎日
C: モーショングラフィックス用ワークステーション

1 ワークステーション
ワークステーション本
体、ディスプレイ

3式 デザイン室 毎日

2 ネットワークスイッチ LAN接続用 1台 デザイン室 毎日
3 UPS 停電時電源供給 1式 デザイン室 毎日
4 据付資機材 機器固定、接続機材 1式 デザイン室 毎日

フィードバックモニター
ディスプレイ

カメラレコーダー
（望遠レンズ搭載型）

分類 機材名 用途 数量
使用
頻度
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3-2-3 調達計画 

(1) 資機材等調達先 

 本事業における資機材等調達先は表-9 のとおりである。 

 

 

 

 

表-9 資機材等調達先 

機材名 数量 
調達先 備考 

（想定国・地域） 現地 日本 第三国 

TV スタジオ撮影システム 1 式 - ○ ○ 
DAC 諸国 
ASEAN 諸国、 
中国、台湾 

屋外撮影機材 1 式 - ○ ○ 

DAC 諸国 
ASEAN 諸国 
中国、台湾 
メキシコ 

モーショングラフィックス用

ワークステーション 1 式 - ○ ○ DAC 諸国 

 

(2) 輸送計画 

本事業で調達される機材の輸送は、日本側の経費負担により、調達契約業者が行う。日本または第

三国で調達される機材はコンテナ詰めされ、横浜あるいは東京など京浜地区の主要港から海上輸送さ

れ、「ガ」国のテマ港で陸揚げされる。通関後、コンテナごと、アクラ市内に位置する GBC まで陸上

輸送され、GBC 敷地内で積荷を下ろすことになる。屋外撮影機材のうち、アクラ本局以外の支局に

設置予定のものに関しては GBC 側の責任で各支局への設置を行う（初期操作指導の際にアクラ本局

に集まった支局職員がそれぞれの支局へ持ち帰る想定）。 

 

(3) E/N、G/A 

交換公文（以下「E/N」という。）及び贈与契約（以下「G/A」という。）は、財務省の事前確認を経

て、外務大臣が署名することを確認した。 

 

(4) B/A、A/P 

 銀行取極め（以下「B/A」という。）は、財務省が締結先となり、支払い授権書（以下「A/P」とい

う。）も同省が発行することを確認した。A/P 発行および送金に係る手数料は、GBC が負担する。 

 

(5) 免税・通関手続き 

「ガ」国は、輸入資機材については免税方式である。免税手続きに係る詳細な確認内容は以下のとおり。 

【免税手続き】 

① 責任省庁（本事業の場合情報省）が、財務省税務局に対して以下書類を提出する。 

- 責任省庁からの財務省にあてた免税申請に係る書簡 
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- 実施機関（本事業の場合 GBC）からの責任省庁にあてた免税申請に係る書簡 

- 機材一覧表（CIF 価格が記載されていること） 

- E/N 及び G/A の写し 

- 業者契約書（JICA 認証後）の写し 

② 財務省での内部手続き完了後、財務大臣が内閣（Cabinet）宛てに免税要請レターを発出する。 

③ 内閣（Cabinet）での承認完了後、内閣（Cabinet）から財務大臣宛の承認レターが発出される。 

④ 財務大臣が国会（Parliament）宛てに免税要請レターを発出する。 

⑤ 国会（Parliament）にて免税が正式に承認される。 

 

また、税務庁（Ghana Revenue Authority）によれば、実施機関（GBC）が責任省庁（情報省）宛に、また

責任省庁が財務省宛に、それぞれ免税要請レターを提出する際には、機材輸入時に通常徴収される税

金項目を必ず記入しなければならない。記載が必要な税金項目は次のとおり。また、国会での免税承認

後、正確な税額算定が必要になるため、実施機関は税務庁に必要書類をそろえて提出しなければなら

ない。 

 

- 輸入関税（Import Duties）：本件機材の場合、CIF 価格の 10%～20%を徴収 

- 輸入消費税（Import VAT）：CIF 価格に輸入関税を加えた金額の 15%を徴収 

- 輸入国家健康保険税（Import National Health Insurance）： 

CIF 価格に輸入関税を加えた金額の 2.5%を徴収 

- 特別輸入税金（Special Import Levy）：CIF 価格の 2%を徴収 

- 西アフリカ経済共同体税金（ECOWAS Levy）：CIF 価格の 0.5%を徴収 

- 手続きフィー（Processing Fees）：CIF 価格の 1%を徴収 

- 税関・税務庁アセスメント（Custom/GRA Assessment）：CIF 価格の 1%を徴収 

 

(6) 機材据付及び操作指導 

本事業の全機材が、据付・セットアップ・初期動作指導を必要とする。基本的にメーカー技術者は

日本から派遣されるが、欧米メーカーの製品の中には近隣国のメーカー代理店から派遣される可能性

もある。 

 

(7) 事業実施工程表 

本事業の事業実施工程表は表-10 のとおりである。 
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表-10 事業実施工程表 

 

 

 

凡例：  ：日本国内業務 

  ：第三国業務 

  ：現地業務 

   ▼ ：想定時期 
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3-3 相手国側負担事業の概要 

本事業の実施にあたり、「ガ」国側の負担事項は表-11 のとおりである。 

 

表-11 相手国側負担事項 

項目 
概算金額 

外貨額 円貨換算額 

支払授権書（A/P）発行に係る手数料 
及び A/P に基づく送金手数料 

- 110,000 円 

本事業実施後の年間維持管理 - 5,000,000 円 

 
3-4 プロジェクトの運営維持管理計画 

本事業で整備される機材の使用・運用・維持管理は、GBC アクラ本局の技術部長 Mr. Augustus Yamson 

（Director of Engineering）が責任者となる。本事業機材の主な使用者は、TV スタジオ撮影システムについて

は、スタジオコントロール第 1 課全 14 名、屋外撮影機材については地方支局を含む屋外撮影室全 33 名、

モーショングラフィックス用ワークステーションついてはデザイン室全 18 名である。 

本事業で整備される機材は GBC が日々使用している現有機材と基本的操作方法はほぼ同様であり、特

殊な使用方法や維持管理方法は発生しない。据付後の初期操作指導を確実に実施することで、運営管理

の面では特段の問題は生じないと考えられる。 

維持管理については、GBCは赤字が続く中でも、メンテナンスに必要な費用を毎年確保し、老朽化する機

材を丁寧にメンテナンスして活用してきた。本事業実施により追加で発生するメンテナンス費用は GBC 独自

収入（2016 年実績）の 1%程度であり、必要経費の確保についても、GBC、責任機関の情報省、財務省にも

説明の上、合意をしている。 

また、2-1-2「財政・予算」の項目で言及したとおり、GBC は受信料徴収を軸とした収支改善策を

講じている。2016 年には実際に前年の約 5 倍の受信料徴収を実現していることも踏まえると、本事

業の実施及びその後の維持管理費手当てについて問題は特段生じないと考えられる。 

なお、機材のメーカー正規代理店は「ガ」国内にないため、アフターセールスサービスはドバイ等

の第三国にある支店や代理店を通して行うこととなる。
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

事業実施のための前提条件は特にない。ただし、GBC に対する前回の我が国による無償資金協力

は 30 年前であり、我が国無償資金協力の制度には不慣れであることから適時のコミュニケーション

が必要である。 

また、過去の無償資金協力案件での実績から、免税手続き承認プロセスは相当の時間を要すると予想さ

れる。調達業者との調達契約を締結、JICA 認証を得た後、実施機関である GBC、責任機関である情報省を

通じて速やかに財務省に必要書類の提出が必要になる。また、必要書類の提出後も、上記機関を通じて財

務省への免税措置進捗状況の逐次確認が必要になる。 

 

4-2 機材納入のために必要となる工事等 

  TV スタジオ撮影システムは、現有機材の代替である。従い、同機材が納品される前に GBC 側での現有

機材システム（今回整備をしないライトコントロールシステムは除く）の撤去作業が必要になる。 

 

4-3 プロジェクトの評価 

4-3-1 妥当性 

 本事業は GBC が長期的に、公正・公平な放送サービスを国民に提供し続けることを可能にするこ

とで、「ガ」国の安定的民主主義の運営と持続的な発展へ貢献すると考えられる。対「ガ」国 JICA 国

別分析ペーパー（2014 年 11 月）では JICA は「ガ」国が目指す国家全体の発展に向けた経済成長の

促進を包括的に支援していくものと分析し、対「ガ」国国別開発協力方針（2012 年 12 月）において

も大目標として「広く国民が受益する力強い経済成長の促進」が定められており、本事業はこれら分

析、方針に合致する。SDGs ゴール 16（平和で包摂的な社会の促進）に貢献すると考えられるほか、

制作される番組の内容に応じ広く SDGs ゴール 4（教育）等にも貢献すると考えられる。 

更に GBC は日本文化等を紹介する番組を放送しており、「ガ」国における日本文化の発信機関でも

ある。2017 年は日本国・「ガ」国国交 60 周年、青年海外協力隊派遣 40 周年、野口英世ガーナ渡航 90

周年の両国間の歴史の節目の年でもあり、この機会での両国間の関係強化を象徴する案件として、「ガ」

国民への我が国の友好姿勢を示すことにも寄与すると考えられる。よって、無償資金協力により本事

業の実施を支援する必要性は高い。 

 

4-3-2 有効性 

(1) 定量的効果 

（屋外撮影機材） 

現在合計 7 台で週 76 本の動画を撮影しており、1 台当たり 10.9 本のニュースを撮影している。今

回は、新たに 7 台（うち、2 台は現有機材の代替）調達する。この場合、GBC で使用するのは合計 12

台となり、12 台×週 10.9 本＝週 130.8 本の撮影が可能となる。 

しかし、GBC 側は番組の質の向上のため、複数カメラでの取材も行うことを計画している。1 週間の

うち、約 10％が複数カメラでの取材を行う予定であるとの GBC の計画を勘案し、屋外撮影機

材を使用する番組数の目標値は 12 台×週 10.9 本×(100-10)%＝週 117.72 本 ≒ 週 120 本と設定

する。 
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表-12 屋外撮影機材整備による効果 

 

 

 

 

 

 

（モーショングラフィックス用ワークステーション） 

現在 1 台で週 6 本の動画を編集している。本事業にて 3 台を調達すると合計 4 台となり、週 6 本×4

台＝週 24 本の編集活動が可能となる。 

しかし、GBC 側は今までは台数の不足で番組量の増加に注力していたが、今後はこれまでの労力の

25%を用いて、さらに 1 番組あたりの使用本数を増やす他、より高度な動画制作を実施する計画である。

このため、モーショングラフィックスを使用する番組数の目標値は週 6 本×4 台×(100-25)％＝週 18 本

とする。 

 

表-13 モーショングラフィックス用ワークステーション整備による効果 

 

 

 

 

 

(2) 定性的効果 

（TV スタジオ撮影システム） 

- GBC の全国放送が継続できる。 

- デジタル対応の質の高い番組制作・記録が可能になる。 

- 番組の開始・終了時間、映像の色彩、音量について正確な管理を行える機器を導入することで、 

より質の高い番組の制作が可能となる。 

   （屋外撮影機材） 

従来一ヶ所 1 台のカメラのみでの撮影を余儀なくされていたが、2 台での収録が可能になる、より多

くの野外撮影現場においてカメラ付属マイクではなく専用マイクでの音声収録が可能になる、およ

び照明機材が使えるようになることで、撮影素材の映像・音声の質が向上する。 

（モーショングラフィックス用ワークステーション） 

より多くのコンピューターグラフィックス動画を番組に挿入できるようになり、より視聴者に分かりやす

い番組を提供できる。 

 

 

4-4 その他（広報、人材交流等） 

4-4-1 相手国側による広報計画 

本事業が実施された場合、GBCは日本からの支援を積極的に広報する計画である。具体的には以下

指標名 
基準値 

【2017 年実績値】 

目標値（2022 年） 

【事業完成 3 年後】 

屋外撮影機材を使用する 

番組数（本／週） 
76 120 

指標名 
基準値 

【2017 年実績値】 

目標値（2022 年） 

【事業完成 3 年後】 

モーショングラフィックスを使用

する番組数（本／週） 
6 18 
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のとおりである。責任機関である情報省も広報を重視していることを確認した。 
 
 
① E/N および G/A 署名式の様子を、GBC 総合チャンネルで放送する。 

② 引渡し式の様子を、GBC 総合チャンネルで放送する。 

③ ウェブサイトや SNS を通じて本件の支援が日本政府によって実施されていることを周知す

る。 

④ 日本文化（当該案件を含む）についての番組を制作し、GBC 総合チャンネルで放送する。 

⑤ 整備機材を用いて撮影または編集される番組については、放送後のエンドロール時に「当該

番組は日本政府による支援で整備された機材で制作されました」という文言を加える。 

⑥ 供与機材に日章旗マークを貼付する。 

 

 

4-4-2 その他 

特になし。 
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【資料】 
1． 調査団員・氏名 

横尾 秀利 機材計画  （一財）日本国際協力システム 

佐伯 貴大 機材調達・積算  （一財）日本国際協力システム 

 

2． 調査行程 
No. 日付 旅程 活動内容 宿泊地 

1 7 月 22 日（土） 成田 22:00 (EK319) → 移動 機内 

2 7 月 23 日（日） 
ドバイ 03:40  
ドバイ 07:30 (EK787) → 
アクラ 11:35 

移動 アクラ 

3 7 月 24 日（月）   JICA ガーナ事務所表敬 
GBC 表敬・協議 

アクラ 

4 7 月 25 日（火）   GBC との協議・調査 アクラ 

5 7 月 26 日（水）   GBC との協議・調査 アクラ 

6 7 月 27 日（木）   
情報省表敬 
在ガーナ国日本大使館表敬 
国家メディア委員会表敬 

アクラ 

7 7 月 28 日（金）   GBC との協議・調査 アクラ 

8 7 月 29 日（土）   
書類作成 

輸送会社訪問、市場調査 

アクラ 

9 7 月 30 日（日）   書類作成 アクラ 

10 7 月 31 日（月）   GBC との協議・調査 
財務省表敬・免税に係る協議 

アクラ 

11 8 月 1 日（火）   税務庁との免税に係る協議 
GBC との協議・調査 

アクラ 

12 8 月 2 日（水）   GBC との協議・調査 
財務省との免税に係る協議 

アクラ 

13 8 月 3 日（木）  
情報省との協議 
GBC との協議・調査 
財務省との免税に係る協議 

アクラ 

14 8 月 4 日（金）  国家通信庁表敬・協議 
GBC との協議・調査 

アクラ 

15 8 月 5 日（土）  GBC との調査 
書類作成 

アクラ 

16 8 月 6 日（日）  書類作成 アクラ 

17 8 月 7 日（月）  GBC との協議・調査、ミニッツ内容確認 アクラ 

18 8 月 8 日（火）  GBC との協議・調査 
情報省および財務省とのミニッツ内容確認 

アクラ 

19 8 月 9 日（水）  輸送会社訪問 
ミニッツ署名 

アクラ 

20 8 月 10 日（木） アクラ 17:50 → 
JICA ガーナ事務所報告 
在ガーナ国日本大使館報告 
移動 

機内 

21 8 月 11 日（金） ドバイ 8：00 (EK312) → 
羽田 22:45 移動  
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3． 関係者（面会者）リスト 

ガーナ放送協会（Ghana Broadcasting Corporation：GBC） 

Dr. Kwame Akuffo Anoff-Ntow  Director General 

Francisca Ashiety   Deputy Director General 

Ebenezer Botwi   Acting Director of Finance 

Mamle Asare   Director of Corporate Affairs 

John Korasare   Director of Human Resources 

Frederick Kumassey   Acting Director of Technical Production 

Augustus Yamson   Director of Engineering 

Johnnie Aryeetey   Acting Director of Television 

Joana Erskine-Atadja   Deputy Director of Internal Audit 

Seth Akotua    Senior Manager of Technical Production 

Mammah Nyinnifor   Head of Film/ Video (Sound and Lighting) 

Mimi Dadson   Supervisor of TV Channels 

      Tony Osei    Head of Sales, Marketing Department   

 

情報省（Ministry of Information） 

Mustapha Abdul-Hamid Minister 

Kojo Oppong Nkrumah Deputy Minister 

     J. Yaw Adjel Appiah  Acting Chief Director 

 

    国家メディア委員会（National Media Commission） 

      Nana Kwasi Gyan-Apenteng  Chairman 

    

   国家通信庁（National Communication Authority） 

      Joe Anokye    Acting Director General  

 

財務省（Ministy of Fincance） 

Yvonne Quansah   Director, External Resource Mobilization- 

Bilateral Division  

Ali Mohammed   Chief Economics Officer, External Resource 

Mobilization-Bilateral Division 

Daniel Atwere Nuer Head, Tax Policy Unit 

Edward Nyarko Obiri-Yenboah E.O. 

 

ガーナ税務庁（Ghana Revenue Authority） 

Yawutse Richard Deputy Commissioner, Policy and Programs Department 

Emmanuel Ohene Chief Revenue Officer, Policy and Programs Department 

Evelyn Acquaye Principle Revenue Officer, Policy and Programs Department 
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JICA ガーナ事務所 

米林 徳人    次長 

梯 太郎    所員 

 

在ガーナ日本国大使館 

飯田 雅史    広報文化・シエラレオネ担当 一等書記官 

 

4． 討議議事録及び当初要請からの変更点 

(1) 要請内容 

GBC と合意した討議議事録は別添のとおりである。当初要請内容から削除した機材は表-14、変更

した機材は表-15、追加した機材は表-16 のとおりである。 

 

表-14 当初要請内容から削除した機材 

 

機材名 理由

ABE MICROWAVE LINKS - TV Microwave Links for mobile
application

文化無償協力対象外にて削除

Satellite Uplink HPA (High power Amp.) 文化無償協力対象外にて削除
Satellite Encoder 文化無償協力対象外にて削除
Sennheiser EW 100 ENG G3-A     microphone 必要性に乏しく削除
Sennheiser XSW 35 Wireless Handheld microphone 必要性に乏しく削除
Radio Link 文化無償協力対象外にて削除
DJI Drone Phantom 4. Plus 5 extra batteries; HDMI output 必要性に乏しく削除
Sony camera batteries NP- F 970 既存システム補完用部品につき削除。
75 ohms Triax cable 既存システム補完用部品につき削除。
CAMERA OPTICAL FILTERS for Sony BVP- E 30P DXC- D30/ 35P 既存システム補完用部品につき削除。
Data Video SE – 2200 HD- SDI 必要性に乏しく削除
Tripod – Vinten VB – AP2M 必要性に乏しく削除
Blackmagic Design mini converter HDMI to SDI   4K 既存システム補完用部品につき削除。
Blackmagic Design mini converter Analog to SDI 既存システム補完用部品につき削除。
AJA HD /SDI to SDI to HDMI Video and Audio 既存システム補完用部品につき削除。
Blackmagic Design converter SDI to HDMI 既存システム補完用部品につき削除。
New Tek 3 play 425 Slow Motion 中継車整備は行わないこととし削除
70-inch Sony touchscreen monitor with stands 使用目的がそぐ合わず削除
19” LCD studio monitors 使用目的がそぐ合わず削除
Studio crane and dolly 必要性に乏しく削除
HP2840 WORKSTATION 必要性に乏しく削除
HP ZBook Studio G3 Mobile Workstation 必要性に乏しく削除
Desktop (i7quad core (2.8 GHz) 16gig mem. 3 terabyte Hdd) 必要性に乏しく削除
Printer (scanner & copier) A3 preferably (laser jet) 必要性に乏しく削除
Still camera (Canon 50D) 必要性に乏しく削除
PLAYOUT SERVER and PLAYOUT Software 文化無償協力対象外にて削除
32TB NAS 必要性に乏しく削除
Character Generator (CG) plus Software 必要性に乏しく削除
Motorola Communication system 必要性に乏しく削除
Editing software (suit) 必要性に乏しく削除
Network monitoring software 必要性に乏しく削除
Laptop computers (i7 quadcore 2.8 GHz; 16 gig mem 1T HDD)
(21” screen)

必要性に乏しく削除

Desktop computers (21-inch monitors) 必要性に乏しく削除
16GB memory 3T HDD (i7 quadcore; 2.8 GHz) 付属品のため削除
2 SDI converters and 2 HDMI composite to SDI 既存システム補完用部品につき削除。
Vision mixer – data video SDI/HDMI with six inputs 必要性に乏しく削除
Audio mixer- sound craft AM, with 6 channels 必要性に乏しく削除
AVI converters 既存システム補完用部品につき削除。
AVI cables from studio floor to switch room 既存システム補完用部品につき削除。
Server (30TB) 必要性に乏しく削除
Workstations for play out (8TB) 文化無償協力対象外にて削除
Steady cameras 必要性に乏しく削除
Studio swivel chairs 必要性に乏しく削除
Toyota RAV4 Cars 必要性に乏しく削除
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表-15 当初要請内容から変更した機材 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
表-16 当初要請内容に追加した機材 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) その他 
 特になし。 

 

5． 参考資料 

特になし。 
 

6． その他の資料・情報 

特になし。 
 

機材名 数量 理由

ＴＶスタジオ撮影システム
Pedestal 3 カメラ固定用として必要
Teleprompter 1 出演者の台本表示に必要
Floor monitor with stand 1 スタジオ技術者用として必要
Junction box 1 カメラ配線の中継用
Test Chart 1 色管理用として追加
Camera Control Unit 3 撮影映像の色彩調整用
Remote Controller 3 撮影映像の色彩調整用
Multi Format Signal Generator 1 システム構成に必要
Matrix Switcher 1 システム構成に必要
Wave Form Monitor 1 映像管理用として追加
Clock 1 時間管理用として追加
Loudness Meter 1 音量管理用として追加
Monitor Speaker 2 音声確認用として追加
Intercom System 1 ディレクター指示伝達用として必要
Operation Desk 1 スィッチャー、リモコン固定用
Installation Materials 1 システム構成に必要

屋外撮影システム
Tripod 8 カメラ固定用として必要
Condenser Microphone 8 遠隔からの音声収録に必要
Wind shield with wind jammer 4 屋外収録時の風の影響低減用
Fish pole 4 ロケ撮影時に必要（屋外）
Lavaliere Microphone 8 ニュースレポーター等が使用
Dynamic Microphone 8 ニュースレポーター等
Microphone Stand (desktop type) 8 ロケの対談番組収録時に使用
Field Audio Mixer 3 音量調整用として必要
Headphone 8 収録音声モニター用に必要
Mic cable 8sets マイク付属品
LED Lighting Set 20 出演者ライトアップ用
Repair parts 1 マイクケーブル修復用

モーショングラフィックス用ワークステーション
Network Switch 1 ワークステーションのネットワーク接続用
UPS 1set 電源保護用として追加
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写真-9：雑誌等を印刷する印刷機。紙面が新聞
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写真-16：街の新聞販売所 
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 プロジェクトの背景 

コートジボワール共和国（以下「コ」国という。）は、西アフリカに位置し、西にリベリ

アおよびギニア、北にマリおよびブルキナ・ファソ、東にガーナと国境を接し、南部はギ

ニア湾に面している。「コ」国の 2015 年の GDP は約 313.2 億米ドル、一人あたり GNI は 1,410

米ドルであり、低所得国に分類されている（世界銀行）。人口は約 2,272 万人であり（2015

年世界銀行）、セヌフォ、バウレ、グロ、グン、アチェ、べテ、ゲレなどの民族から構成さ

れ、話されている言語も多岐にわたっているが、公用語はフランス語である。主要産業は

コーヒー、カカオ等の農業と、石油・天然ガス等のエネルギー産業である。首都は内陸の

ヤムスクロだが、実質的な首都機能は経済首都である沿岸部のアビジャンにある。本計画

の対象機関であるコートジボワール国営印刷・出版新社（Société Nouvelle de Presse et 

d’Edition de Côte d’Ivoire：以下「SNPECI 社」と言う。）はアビジャンのアジャメ地区に位置

する。 

「コ」国では民族間の対立や政治紛争が繰り返された歴史があり、現政府が目指す国民

和解や社会調和の実現に当たり、民族や政治的思想を超えた「一つの国民」としての意識

醸成が課題となっている。そのため「コ」国政府はメディアの多様化を通じた国民間の自

由な議論の促進に取り組んでいる。具体的には通信・デジタルエコノミー・郵便省傘下の

報道発展支援基金が、複数のメディア機関への補助金の支給等を行い、多様な報道を支援

している。現在では、1964 年に当時のウフェ=ボワニ大統領により創刊された「コ」国初め

ての日刊新聞「フラテルニテ・マタン（Fraternité Matin：以下「FM」と言う。）」紙をはじめ

として、30 を超える日刊、週刊、月間等の各新聞紙が当国内で流通している。FM 紙を発行

する SNPECI 社は自社で印刷設備を保有し、「コ」国内で新聞印刷設備を有する印刷工場が

SNPECI 社を含めて 3 社のみであるなか、国営企業として報道発展支援基金が定める安価な

公定価格にて他紙の印刷を請け負っている。 

この様に、SNPECI 社は「コ」国で最も歴史ある自社紙の発行、そのアーカイブ管理や

他紙の印刷受注を通じて、多方面から「コ」国における報道政策の促進を支えている。し

かし、印刷工程の一つである版の製作は、既存機材に対応した版の供給路が断たれたため

使用できず手作業で行われており、作業効率や画像精度が著しく低下している。また、FM

紙創刊以来のバックナンバーや画像記録等のアーカイブは、2010 年以前のものは紙・フィ

ルム等の物理媒体のまま保管されており、経年劣化や自然災害による損傷・喪失が懸念さ

れている。 

SNPECI 社の運営は国からの補助金と自己収入で賄われているが、2013 年に補助金がそ

れまでの 10 分の 1 程度にカットされることが決定され、補助金額の上限はそれ以来約 1 億

5 千万 FCFA（約 3,000 万円）に抑えられている。これは SNPECI 社の全収入の 2～6%程度

であり、SNPECI 社はほぼ独立採算での運営を求められていると言える。過去には設備投資

に対する国の補助金があったが、2014 年以降はなくなり、新しい設備の購入・更新は自己

資金で行う前提となった。 

かかる状況の中、SNPECI 社は印刷効率と紙面の質を向上させるための新規 CTP、需要
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の多い大型ポスター等を印刷するための大型プロッター、紙やネガフィルムの状態で保管

されている新聞や写真のアーカイブを電子データ化するための機材を、上位省庁である通

信・デジタルエコノミー・郵政省を通じて、我が国に要請した。 

 

1-2 無償資金協力の要請内容 

(1) 要請年月 2017 年 3 月 

(2) 要請金額 330,389,845FCFA（約 6,600 万円） 

(3）要請内容 自動製版機、大型インクジェットプリンター、デジタルアーカイブシス

テム 

 

1-3 我が国の関連分野への協力 

過去の我が国の「コ」国マスメディアに対する援助実績は表-1 の通りである。 

 

表-1 我が国の援助実績 

スキーム・案件名 備考 

2015 年度一般文化無償資金協力「コートジボワールラジ

オ・テレビ局番組ソフト及び番組制作機材整備計画」 

一般文化無償資金協力 （2015 年度） 

供与限度額：0.52 億円 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

SNPECI 社が他ドナーから受けた援助は表-2 の通りである。 

 

表-2 他ドナーの援助実績 

年度 国名・機関名 内容 備考 金額 

2015 中国大使館 マルチメディア室の IT 機材 

（オンライン新聞制作用） 

技術協力※ 13,702,273FCFA 

※実施機関の申告に基づく。 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

SNPECI 社は、「コ」国が 100%出資する国営会社として 1964 年に設立された。当初は新

聞記事作成・編集を行う部門と印刷を行う部門は別会社であったが 1994 年の政令により合

併し現在の形態となった。政令により定められた事業活動は、あらゆる報道・出版・印刷・

広告である。なお、SNPECI 社は、通称でフラテルニテ・マタン・グループと呼ばれている

が、これは FM 紙の名称が国民に広く知られていることから使われている通称である。 

 

2017 年 6 月現在で職員総数は 343 人である。SNPECI 社の組織図は図-1 の通りである。 

 

 
図‐1 SNPECI社組織図 

 

最高意志決定機関である取締役会は、首相府を含む 8 つの省庁の代表から構成される。

SNPECI 社の予算および決算は取締役会の承認を得なければならない。総裁の任命は「コ」

国政府により閣議決定されなければならない。2011 年に現ワタラ大統領が就任した後、

著名なジャーナリストであり作家でもあるヴナンス・コナン氏が総裁に就任し現在に至

っている。 

SNPECI 社の活動は主に以下の 4 つに分けられる。 

① 報道 

機軸である FM 紙は日曜日を除く週 6 日発行されており、公称発行部数は 20,000 部で

医療社会部

経営支援部

品質管理支援部 51人

財務・経理部

経理部 財務部

顧客・サプラ
イヤー部

人事部 37人

人事・給与
部

採用部

宣伝部

管理部門計21人
（総裁・副総裁を

除く）

７人

研修部

文学サービス部

11人 ＩＴシステム部 15人

システム部

開発部営業部

業務支援部

編集部

営業技術部

製造技術部 76人

新聞製作部

編集、製版、輪転
機

書籍等印刷部

グラフィック編集、オ
フセット印刷機、仕
上げ機

メンテナンス部

経済誌制作部

アフリカの女性制作部

制作技術部

広告営業部 58人

広告制作部

個人広告・公告部

販売管理部

67人

フラテルニテ・マタン制
作部

WEBサイト部

フラテルニテ雑誌制作
部

取締役会

総裁

副総裁

報道部

法務部

内部監査部

経営管理部
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ある。この他に、月刊経済誌「新しい経済(Emergence économique)」、月刊女性誌「アフリ

カの女性(Femme d’Afrique)」（英仏併記誌）、月刊特集紙「FM 増刊号(Fraternité Matin Edition 

spéciale)」を定期的に発行している。また、オンライン新聞、web サイトの運営も行って

いる。 

② 出版 

外部から受注し、書籍等の編集・出版を行っている。例として、教育省が発注する学

校教科書等がある。教育省は毎年国内入札により教科書や副教材の印刷所を選定する。

入札ロットは数多くあり、5 社程度が常に入札に参加している。SNPECI 社の受注額は他

社に比較して多いが、受注規模は毎年異なる。教科書の改訂があると、短期間に大量の

印刷をする必要があるが、SNPECI 社を含め「コ」国内にその印刷能力のある印刷所はな

いため、SNPECI 社が受注した場合一部を外国の印刷所（インド、スペイン等）に外注し

ている。 

③ 印刷 

SNPECI 社の印刷所では、FM 紙の他、自身の印刷所を持たない新聞社から発注を受け

て新聞の印刷を行っている。2017 年 6 月現在受注しているのは、FM 紙を除いて日刊紙が

3 紙、週刊紙が 18 紙、週 2 回刊紙が 1 紙、月刊紙が 3 紙である。定期発行のほかに臨時

発行紙の印刷依頼が来ることもある。 

④ 広告 

政府広報や企業広報、個人広報等を新聞紙面に掲載している。全ての新聞で、広告は

新聞紙面の面積全体の 40%以内とされている。 

FM 紙に関しては、執筆・編集・製版・印刷を自社内で行っているが、他社からの受注

紙については、紙面の電子データを受け取り、製版・印刷のみを行っている。2017 年 6

月現在、SNPECI 社が定期的に印刷を行っている新聞は下記表-3 の通りである。 

表-3 SNPECI 社印刷新聞一覧 

 紙名 大きさ(cm) 発行頻度 ページ数 公称 
発行部数 

1 Fraternité Matin 29x37.5 日刊 40～48 20,000 
2 L’Intelligent d’Abidjan 29x37.5 日刊 12 5,000 
3 Notre Voie 29x37.5 日刊 12 5,000 
4 La Voie Originale 29x37.5 日刊 12 5,000 
5 Nouveau Navire 29x37.5 週刊 24 5,000 
6 Journal Gbich 29x37.5 週刊 24 10,000 
7 La Tribune de l’Economie 29x37.5 週刊 16 5,000 
8 Go Magasine 29x37.5 週刊 24 10,000 
9 Allo Police 29x37.5 週刊 24 10,000 
10 Islam Infos 29x37.5 週刊 16 5,000 
11 Asec Mimosas 29x37.5 週刊 12 5,000 
12 Journal de l’Economie 29x37.5 週刊 12 5,000 
13 La Codivoirien 29x37.5 週 2 回 12 20,000 
14 Apocalypse 29x37.5 週刊 16 5,000 
15 L’Observateur Nord-Est 29x37.5 週刊 12 5,000 
16 Mousso d’Afrique 29x37.5 週刊 24 5,000 
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17 Zaouli 29x37.5 週刊 16 5,000 
18 Journal l’héritage 29x37.5 週刊 12 5,000 
19 Echos de l’Espérence 29x37.5 週刊 12 5,000 
20 Le monde chrétien 29x37.5 週刊 12 2,500 
21 District Infos 29x37.5 月刊 12 5,000 
22 Agriculteur Hebdo 29x37.5 週刊 12 5,000 
23 Notre Cité 29x37.5 月刊 12 5,000 
24 Nécrologie 29x37.5 週刊 12 5,000 
25 Aiglons 29x37.5 週刊 12 5,000 
26 La Voix de Koumassi 29x37.5 月刊 12 5,000 

 
「コ」国政府は報道の自由と多様化を目的に、自社に印刷設備を持たないこれらの新聞社

のいくつかに対し印刷費の補助を先述したFSDPを通じて2015年以降行っている。SNPECI
社はFSDPと毎年契約を交わし、FSDPが定めた単価で補助対象の新聞社の新聞の印刷を引き

受けているが、自社にて印刷を行うFM紙は補助対象とはなっていない。2015年度は10社に

対し合計116,550,000FCFA（約2,330万円）1、2016年度は9社に対し合計36,750,000FCFA（約

735万円）の補助金で新聞印刷を行う契約をFSDPと交わした。補助単価は50FCFA（約10円）

/ページとFSDPにより定められている。 
 

2-1-2 財政・予算 

2014～2017年度の収支実績と予算を表-4に示す。会計年度は1月～12月、2016年度の実績

は2017年6月時点のもので、監査・承認前の暫定値である。 
SNPECI社の収入は、新聞・雑誌の販売及び広告による自己収入と政府からの補助金に大

きく分けられる。 
主力事業であるFM紙に関しては、ページ数や内容に関わらず販売価格が一部300FCFA（約

60円）と公定価格が決められている。これは他の日刊紙も同様である。約2年前に200FCFA
から値上げされた。また、全紙面における広告と記事の面積割合についても、広告面積は

紙面全体の40％以内とされている。他に発行している雑誌等には価格統制はない。また広

告費も自由価格である。政府補助金は2013年末に、それまでの約10分の1にカットされるこ

とが決定された。 
2014～2016年度の実績において、全収入に占める販売収入は14～19%、広告や他社からの

サービス受注の収入は62～76%、補助金は2～6%である。広告・サービス受注収入には、紙

面に掲載する広告収入のほかに他社から印刷を請け負って受ける収入も含まれる。 
新聞・雑誌等の販売収入は、流通会社であるEdipresse社に納品した後、Edipresse社からは

販売した売上金のみがSNPECI社に払われ、売れ残った部数は返品される仕組みとなってい

る。FM紙の返品率は約20～30%、雑誌類の返品率は60～70%とのことである。また、教育

省からの教科書・教材印刷受注収入もここに含まれる。 
 
 
 

 

                                                   
1 FCFA はユーロとは固定レートが定められており、1 ユーロ=655.957FCFA。1FCFA=約 0.25 円。 
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表-4 SNPECI 社収支表 

 

支出のうち大きい比率を占める原材料購入費は、紙、インク、現像液、版等である。

新聞用のロール紙は消費量が多く高額となるため、入札により定期的に外国サプライ

ヤーを選定して輸入しているが、SNPECI 社が輸入する新聞用ロール紙に限り輸入関税

は免税されている。その他の消耗品は国内サプライヤーから購入している。 
大きい支出として外注費があるが、Edipresse 社に払う販売手数料、自社で出来ない

雑誌の版の作成やポスター等の他社への外注費が含まれる。警備会社等に支払う事務

経費等もこの中に含まれる。 

（単位：1,000FCFA）

2014（実績） 2015（実績） 2016 (予算) 2016（暫定実績） 2017（予算）

5,909,143 6,175,280 6,289,920 4,396,897 6,032,046

主事業収入 4,887,361 5,050,502 6,139,920 4,119,151 5,852,046

新聞・雑誌売上 1,126,724 844,946 907,311 778,580 857,814

広告、サービス受注売上 3,732,649 3,855,972 5,217,942 3,326,595 4,980,098

雑収入 27,988 15,056 14,667 13,976 14,135

主事業外収入 1,021,782 1,124,778 150,000 277,747 180,000

補助金 105,433 97,474 150,000 267,667 180,000

雑収入 645,753 505,901 10,080

引当収入等 270,596 521,403

7,491,942 8,525,562 6,093,531 5,539,366 5,954,636

原材料購入費 789,588 732,340 1,021,140 525,599 736,172

その他購入費 542,586 844,055 579,654 485,925 519,538

移動費 19,237 22,256 36,744 120,019 32,408

外注費 1,393,932 1,720,605 1,789,334 1,246,600 1,302,756

税金 49,882 929,389 81,070 123,731 122,791

その他経費 940,236 758,574 97,838 80,666 74,469

人件費 2,589,320 2,608,787 2,128,189 2,646,920 2,843,594

減価償却費 1,167,161 909,556 359,562 309,907 322,907

収入 5,373 8,076 2,139 0 0

支出 59,079 56,784 63,007 48,643 48,643

経常収入計 5,914,516 6,183,356 6,292,059 4,396,897 6,032,046

経常支出計 7,551,021 8,582,346 6,156,538 5,588,009 6,003,279

経常外収入計 1,595,529 374,960 7,593 50,349 0

経常外支出計 30,514 -88,808 0 0 0

税金 30,000 461 25,000

収入計 7,510,045 6,558,315 6,299,652 4,447,247 6,032,046

支出計 7,581,535 8,493,537 6,186,538 5,588,470 6,028,279

収支差 -71,490 -1,935,222 113,114 -1,141,223 3,767

注：管理会計上のルールによりSNPECI社の決算書と計算上の齟齬が数字に見られるが、整合性は取れている。四捨五入の都合上見かけ上の端数の計算には齟齬がある。

収入

支出

事業活動

財務活動

会計年度
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2014 年度から 2016 年度の年間経常収入は 44 億～62 億 FCFA（約 8.8 億～12.4 億円）

の間で推移している。これに対して経常支出は 56 億～86 億 FCFA（約 11.2 億～17.2 億

円）と支出超過が続いており、2016 年度末の決算では累積損益額がマイナス 80 億 FCFA

（約 16 億円）に達することとなった。SNPECI 社の過去 7 年間の主な財務指標は表-5

の通りである。これに対し、SNPECI 社は国の要請を受けて財政健全化に向けた再建計

画書を国に提出し、この計画書に基づき、2017 年 11 月の閣議承認により、55 億 FCFA

（約 11 億円）の国家債務免除や 36 億 FCFA（約 7.2 億円）の投資補助金による再建措

置が決定し、財政改善への道筋が示された。 

 
表-5 SNPECI 社の過去 7 年間の財務主要指標 

 

 

2-1-3 技術水準 

SNPECI 社の技術者は表-6 の通りである。これら技術者のほとんどは製造技術部に属

する印刷所に所属する。印刷所は 1 日 3 交代、24 時間体制で稼動しているが、このう

ち 2 シフトチームは印刷、1 シフトチームは印刷機が止まっている間のメンテナンスを

行っている。「コ」国に印刷機の修理やメンテナンスを行えるメーカー代理店等はない

ため、日常のメンテナンスや修理は技術者達が行っている。自分達で修理できない故

障については、時に外国から技術者を呼びよせて対応している。本計画の対象となる

自動製版機については製造技術部が使用、維持管理を行い、製造技術部長が責任者と

なる。 
また、SNPECI 社内の IT システムは IT システム部が維持管理し、サーバールームに

置かれたサーバー類も IT システム部の技術者が維持管理を行っている。本計画の対象

であるデジタルアーカイブ機材についても IT システム部が使用、維持管理を行い、IT
システム部長が責任者となる。いずれも、既存保有機材と使用方法や維持管理方法が

大きく異なるものではないため、通常の使用・維持管理は初期操作指導により習得可

能と思われる。 
 
 
 
 
 

(FCFA)

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

資本金 175,000,000 175,000,000 175,000,000 175,000,000 175,000,000 175,000,000 175,000,000

株 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

売上（税抜） 4,091,049,048 3,337,899,303 3,657,934,557 4,565,698,408 4,887,365,748 4,715,973,239 4,564,461,753

総収支差 -1,386,475,084 175,816,552 199,798,466 -26,140,248 -763,161,560 -1,997,419,303 -1,001,694,537

純収支差 -1,994,145,515 23,032,719 77,542,252 -156,247,915 -110,855,579 -1,935,221,450 -1,332,035,078

平均職員数（人） 321 316 297 311 309 319 319

平均外部人材数（人） 15 23 26 25 25 36 36

人件費 1,786,000,836 1,639,234,027 1,752,318,785 2,189,186,666 2,256,927,388 2,325,881,121 2,530,330,772

社会保障費 118,712,546 119,584,530 168,065,199 193,201,490 202,519,884 201,588,229 485,464,358

外部人件費 126,163,357 114,126,491 115,105,040 131,099,387 129,873,050 81,317,345 44,466,767

年度

期末資本

年度収支

人員
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表-6 機材使用者、維持管理者リスト 

 

 
 

2-1-4 既存施設・機材 

(1) 既存施設 

SNPECI社はアビジャン市のアジャメ地区に広大な敷地を持ち、印刷所を含む全ての機能

がここに集約されている。高温多湿のアビジャンにおいて機械の保守のためには空調設備

が必須であるが、印刷機のある印刷所、サーバールーム等には空調機を完備している。 
地下の印刷所の横にアーカイブがあり、創刊以来のFM紙が保管されている。年・月ごと

にインデックスがつけられ、一紙ごとに板を挟んで湿気が移ることを防いでいる。古いも

のは紙面が変色しているが、判読可能な状態にある。2010年以降は、紙以外にPDF化した紙

面をサーバーに保管している。他に、写真、写真ネガフィルムも保管され、過去に大雨浸

水により一部失われたが、他は今もアーカイブに保存されている。 
 

(2) 既存機材 

SNPECI社が保有する印刷機材は表-7の通りである。 
 

  

氏名 年齢
経験
年数

専門分野 学歴/訓練暦 資格 担当機材

KONE LACINA 41 11 電気機械、自動制御 高卒後5年 認定技術者 全産業機械

BAUDOUA YAO ANDRE 54 28 電気産業機械 中学卒業 専門技術者 電気産業機械

AKE KOUASSI AUGUSTIN 51 25 産業冷蔵 中学卒業 一般技術者 産業冷房機械

BADOLO BADANZOU 35 15 産業冷蔵 小学校卒業 産業冷房機械

KOUAME FERNAND YAO 46 25 電気
産業冷蔵

中学卒業
全産業冷房機械
電気産業機械

KOUAKOU KOUADIO MARCELIN 45 18 機械 高卒 産業機械

KOUADIO ARMAND N'GUESSAN 28 4 電気機械 高卒後2年 専門技術者 全産業機械

MEL LORNG OLIVIER 4 電気機械 高卒後3年 専門技術者 全産業冷房機械

JOSUE WAWOSSOLO TOURE 49 20 機械 高校卒業 一般技術者 産業機械

ABETO CLAUDE 60 25 電気残業機械 中学卒業 電気産業機械

KOUADIO PRAO 49 15 機械 1er cylce 専門技術者 産業機械

SOMBO EUDOXIE LILIANE 46 10 電気産業機械 高卒後4年 技術者 電気産業機械
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表-7 SNPECI 社既存機材リスト 

 

 
 ※稼働状況は先方の申告に基づき、故障や原材料の入手困難により実際は稼働していないものを含む。 

SNPECI 社は、2011 年にオランダの印刷会社から中古の CTP、輪転機、プロッター

の 3 機をセットで購入した。据付や初期設定、初期操作指導などは売主である印刷会

社が行った。輪転機に関しては一部に不良はあるものの、現在新聞を印刷するには問

題なく稼動している。しかし CTP は購入後一年を待たずに故障した。アフターセール

スサービスのない中古品購入契約であったため、SNPECI 社は当該 CTP の修理を行え

るフランスの販売代理店を独自で探し出し、有料での修理を依頼した。その後、修理

後しばらくは稼動するものの再び故障に陥る、という現象を繰り返した。2016 年 8 月

に 3 回目の修理を行い、稼動を確認した。しかしながら SNPECI 社のために版の輸入

を行っていた在「コ」国のサプライヤーが、CTP が稼動していなかった期間に保管し

ていた版が酸化し、使用できなくなった。この使用できなくなった版の取扱をめぐっ

て SNPECI 社とサプライヤーとの間で紛争になり、SNPECI 社は版の供給経路を失って

CTP の使用を停止した。CTP が使えなくなってからは、かつての手作業による版製作

に戻っており、画像精度や作業効率は著しく低い。 
輪転機は、8 ページ分印刷可能なフルカラー印刷ユニットが 3 機、8 ページ分印刷可

能な二色印刷ユニットが 1 機、8 ページ印刷可能な単色印刷ユニットが 2 機あり、最大

で 48 ページの新聞が印刷可能である。しかし、フルカラー印刷ユニットのうち 2 機は

故障し 1 機のみが稼動している状態であるため、現時点で一度に印刷可能なページ数

は最大 32 ページである。他に輪転機から刷りあがった新聞は高速ベルトコンベヤーに

て切断機、折機に運ばれ、設定部数ごとの仕分けまでが自動で行われている。32 ペー

ジ以上を印刷する場合には二回にわたって輪転機を稼動させ、手作業で一部ずつ差し

込んでいる。 
新聞を印刷するロール紙は重量があるためフォークリフトで運搬することが通常だ

が、SNPECI社が所有するフォークリフトは2台あるものの故障して使用できないため、

必要な際に外部からレンタルしている。 
新聞以外の書籍や雑誌印刷用として、フルカラーオフセット印刷機、二色刷りオフ

セット印刷機、綴機、切断機等があり、これらは問題なく稼動しているが、書籍・雑

誌用の版の製作の一部については CTP を持つ他の印刷所に外注している。また、一括

広告注文（新聞、雑誌、ポスター等複数メディアへの同広告印刷等）を受注した場合、

（稼動状況：A=稼働中, B=問題あるも稼働中, C=稼動不可）

No. 機材名 数量 購入年 メーカー名 モデル名 仕様 使用頻度 設置場所 稼働状況 メンテナンス頻度

1 CTP（自動製版機） 1 2011 FUJI V8SL2USNM 25版/時  6日/週 製版所 B 3ヵ月毎

2 輪転機 1 2011 Global Web Systems 630-782-9690 25000枚/時  6日/週 輪転機室 B 週/月/3ヶ月毎

3 綴じ機 1 1995 Stahl Brehmer 4-STA/SI-100 1000回/時  5日/週 仕上げ室 B 半月毎

4 三方切断機 1 1995 Perfecta SDY-2 / S 57430 50回/時  5日/週 仕上げ室 B 月/半月毎

5 接着機 1 Muller Martini 3020.00871 /SN 94.00871  5日/週 仕上げ室 B 月毎

6 綴じ機 1 Martini frauenfeld 3252 /SN 99.16740C542 800回/時  5日/週 仕上げ室 B 3ヶ月毎

7 梱包機 1 Muller Martini M292 /NS 936 1000個/時  5日/週 仕上げ室 A 月毎

8 折機 1 2007 MBO BINDER B30E-1-76/4F 3枚折り、1200枚/時  5日/週 仕上げ室 A 月/3ヶ月毎

9 水平カッター 1 1995 Original Perfecta Seypa 115-1 50回/時  5日/週 仕上げ室 B 月毎

10 水平カッター 1 2007 Wohlenberg M115/SN3420-011 50回/時  5日/週 仕上げ室 B 半年毎

11 4色刷りオフセット印刷機 1 1995 Heidelberg CPC1-04 15000枚/時  5日/週 オフセット印刷室 A 月/3ヶ月毎

12 2色刷りオフセット印刷機 1 2012 Heidelberg SM 102-2-P 15000枚/時  5日/週 オフセット印刷室 A 月/3ヶ月毎
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プロッターがないため自社でできない部分を他の印刷所に外注している。 
なお、輪転機、CTP とともにオランダの印刷会社から中古で購入したプロッターは、

納入直後からインクカートリッジからインクが洩れる等の不調があり、使用されない

ままとなっている。購入目的は、他社から受注する新聞の印刷了承を取るためのサン

プル印刷であったが、本プロッターが使えないため、現状では PC 用インクジェットプ

リンターによる縮小白黒印刷サンプルと PC 画面のカラーにより最終確認を行ってい

る。 
 
2-2 環境社会配慮及びグローバルイシューとの関連 

2-2-1 環境社会配慮 

特になし。 

 

2-2-2 その他（グローバルイシューとの関連） 

特になし。 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位計画 

「コ」国政府は、「国家開発計画 2016-2020」において、「新しいコートジボワール人（Ivoirien 

Nouveau）」というコンセプトのもと、多様性・法の支配・グッドガバナンス・民主主義の

尊重を掲げ、国民和解と社会の調和、民主主義の推進に取り組んでいる。戦略軸１「国家

機構およびガバナンスにかかる質の向上」への取り組みの一環として、表現の自由および

質の伴った公的情報への公正なアクセスの保障を掲げている。他、国家メディアのカバー

率の強化、コミュニケーションサービスの技術・運用の強化、民間メディアへの支援強化、

情報規制制度の強化、ジャーナリストの質の確保等も取り上げられており、メディア支援

に力を入れている。 

2004 年には報道の法的体制に係る法令が制定され、報道機関やジャーナリストの法的地位

や権利・義務が定められた。2014 年には報道支援開発基金（Fonds de Soutien et de 

Développement de la Presse）を創設し、新聞社を含む複数の報道機関に補助金事業を実施す

るなど報道メディアの強化、多様化を図っている。 

また、本計画は、SNPECI 社の新聞印刷工程効率化や同社のアーカイブ記録の保護により

新聞の安定的な供給や当国の歴史資料の保存・継承を支援し、国民の情報へのアクセス保

障や言論・思想の自由促進を通じて、「コ」国が推進する国民和解と社会の調和、民主主義

の推進に寄与すものである。対「コ」国 JICA 国別分析ペーパー（2016 年 3 月）において「平

和と安定」が重点課題であると分析しており、我が国の対「コ」国国別開発協力方針（2014

年 4 月）における重点分野としても「安全で安定した社会の回復」が定められており、本

次本事業はこれら分析・計画に合致する。 

 

3-1-2 当該セクターの現状 

「コ」国においては、独立後の 1964 年、当時のフェリックス・ウフェ=ボワニ大統領に

より「コ」国初めての日刊新聞 FM 紙が創刊された。1990 年に報道が自由化されて以降、

他に多くの日刊、週刊、月間等の新聞が発刊され始め、現在では 30 を超える新聞が「コ」

国内で流通している。販売部数が多いのは FM 紙と Soirinfo 紙でそれぞれ 15,000 部前後を売

り上げている。 

報道メディアに関しては通信・デジタルエコノミー・郵便省の傘下にある国家報道委員会

（Conseil National de la Presse：以下 CNP と言う）が統括している。 

「コ」国で新聞を印刷できる輪転機を所有する印刷所は 3 ヶ所のみであり、FM 紙を発行

する SNPECI 社の印刷所を含む各印刷所が自社で印刷設備を持たない他の複数の新聞の印

刷を行っている。 

新聞の流通を担っているのは民間の Edipresse 社のみであり、新聞に限らず「コ」国の全

ての書籍・雑誌の流通を引き受けている。 

日刊紙の公称発行部数は、各紙 5,000～22,000 程度だが、その購入者の多くは「コ」国経

済首都アビジャン市とその周辺地域に集中している。FM 紙に関してはその売り上げの 70



12 
 

～80%がアビジャン市とその周辺地域である。要因としては「コ」国の人口そのものがアビ

ジャン市とその近郊に集中していること、「コ」国全体の平均識字率は 50％強だが都市部と

地方での識字率格差は高く、新聞購入者が都市部に集中していることと、地方への流通の

困難さが考えられる。 

しかしながら、首都を中心とする都市部においては電子メディアも普及しつつあるものの

地方部においては IT インフラ整備の遅れにより電子メディアの普及も困難である。そのた

め、購読者数が限定的であっても、新聞は地方における情報アクセスの手段として、引き

続き重要な役割を果たしている。 

 

3-1-3 プロジェクトの目的 

 本計画は、「コ」国唯一の国営新聞・出版社である SNPECI 社に製版及びアーカイブデ

ジタル化に必要な機材を整備し、新聞印刷工程の効率化、更には同社発行の日刊紙 FM 紙の

全バックナンバーを含むアーカイブ記録を保護することにより、新聞の安定的な供給や当

国の歴史資料の保存・継承を図り、もって国民の情報アクセス保障や言論・思想の自由促

進を通じて、当国が推進する国民和解と社会の調和、民主主義の推進に寄与するものであ

る。 

 

3-2 無償資金協力による計画 

3-2-1 設計方針 

本件の要請機関である SNPECI 社は、「コ」国唯一の国営新聞・出版社として、自社新聞

紙や雑誌の発行、他社新聞紙の印刷サービス提供や自社紙のアーカイブ保管を通じて、「コ」

政府が推進する「国民への情報アクセス保障」や「言論・思想の自由促進」の一翼を担っ

ている。本事業では印刷工程の効率化、アーカイブの電子化を通じて、SNPECI が担うこれ

らの役割を安定化させることに重点を置いて計画を策定する。 

 

3-2-2 基本計画(機材計画) 

「コ」国政府の要請内容と現地調査及び協議の結果を踏まえて、以下の経緯および理由に

より、計画対象機材の選定を行った。 

 

（1） 自動製版機（CTP） 

SNPECI 社がかつて使用していたフォトポリマー式に替えて、現在主流となってい

るサーマル式を選定する。既存のフォトポリマー式で使用していた版は 4,995FCFA

（約 1,248 円）/枚だったのに対し感熱式の版は想定で 5,163FCFA（約 1,290 円）/枚

と若干高額になるが、現像液の使用量を少なくできるため実際の経費はほとんど変

わらない。ちなみに現在手作業で使用している版は 3,300FCFA（約 825 円）/枚であ

る。 

製作できる版の大きさは最大が 1,060x830mm 以上、最小が 450x370mm 以下とし、

タブロイド版の新聞の他に雑誌や書籍も印刷できるタイプとする。版の製作速度は

23 枚/時以上とし、この場合現在 40 ページの FM 紙制作に対し約 90 分かけて行って
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いる手作業の版製作時間が約 40 分程度に短縮される。SNPECI 社の印刷所では、FM

紙の他に平均して毎日12～24ページの他紙を6～7紙印刷していることに鑑みると、

版製作にかかる作業時間は 4～5 時間/日短縮されることになる。また手作業の版製

作によるミスや印字のズレがなくなり、紙面は格段に読みやすくなる。さらに、現

在 CTP が使用できないため外部に発注している雑誌や書籍の版製作が内部ででき

るようになる。 

据付時の動作確認と初期操作指導用として消耗品の版を 500 枚付属する。 

（2） デジタルアーカイブ機材 

紙やネガフィルムをスキャンするスキャナーと、データ保存用サーバー、アーカイ

ブ管理用ソフトウェア、バックアップ用テープの構成とする。スキャン対象の紙や

フィルムの状態は様々であり、状態をこれ以上劣化させないため、スキャナーは非

接触式とし、タブロイドサイズである FM 紙の見開き両面が一回でスキャンできる

サイズとする。また厚みのある雑誌もあるため、高さ補正のできる仕様とする。サ

ーバーは、新たなスキャンデータに加え、2010 年以降保管している PDF データ、

今後発行する新聞の電子データも格納することを踏まえ、容量にはある程度の余裕

を持たせるよう選定した。ソフトウェアは、データ検索の便のよいメタデータを付

すものを選定する。 

現在紙の状態で保存されている FM 紙は約 57 万 2 千ページであり、専任者 1 名が 1

日 6時間週に 5日間作業し、一回のスキャンに係る時間を約 100秒と仮定した場合、

全ページをスキャンし終わるのは約 6 年後と推定される。この他に、スキャンデー

タを PC 上で確認、補正しメタデータを付してサーバーに格納する作業が必要であ

る。スキャン対象の紙面の状態が悪くスキャン準備に時間がかかるようであれば完

了までの期間が長引き、専任要員を多くつけて流れ作業を行えれば期間は短縮され

る。 

紙の状態で保管されている新聞の電子化を優先し、それが完了した後はネガフィル

ムやプリントされた状態で保管されている写真資料を電子化対象とする。 

（3）大型インクジェットプリンター 

最大幅 3.2ｍの大型ポスター等が印刷できるタイプのものが要請されている。

SNPECI 社には同様のインクジェットプリンターがなく、これまで受注できなかっ

た主に建物の屋外や大型車の車輌側面に掛ける商業広告等を新たに受注することが

目的である。 

広告受注については営利目的事業としての性格が強く、他の民間印刷所でも同様の

サービスを提供できるなど公共性が薄いため、無償資金協力の趣旨に鑑み、整備の

対象外とする。 

 

機材リストは表-8 の通りである。 
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表-8 機材リスト及び用途 

 

 

3-2-3 調達計画 

(1) 資機材等調達先 

本計画における資機材等の調達先は表-9 の通りである。 

 

表-9 資機材等調達先 

機材名 数量 
調達国 備考 

（想定国・地域） 現地 日本 第三国 

自動製版機（CTP） 一式  ○ ○ DAC 諸国、中国 

デジタル 

アーカイブ

機材 

アーカイブ用 

スキャナー 

一式  ○ ○ DAC 諸国 

アーカイブシステム 一式 ○ ○ ○ DAC 諸国、中国、

台湾 

 

(2) 輸送計画 

日本または第三国で調達されたものはコンテナ、海送でアビジャン港に運ばれ、陸送で

SNPECI 社に納入される。 

現地で調達されたものは、陸送で SNPECI 社に納入される。 

 

(3) E/N、G/A 

過去の無償資金協力の例と同様に、交換公文（以下「E/N」という。）は外務大臣が、贈与

契約（以下「G/A」という。）は、監督省庁である通信・デジタルエコノミー・郵政大臣が

署名することとなる。 

 

(4) B/A、A/P 

E/N、G/A 署名後、「コ」国側銀行取り決め（以下「B/A」という。）は財務省が行い、支払

い授権書（以下「A/P」という。）も財務省が発行することとなる。 

 

(5) 免税・通関手続き 

輸入関税は免税される。 

機材名 使用頻度 数量 使途

自動製版機

CTP 週6日 1 新聞等の製版

デジタルアーカイブ機材

アーカイブ用スキャナー 週5日 1 新聞等出版物のデジタル
データ化

アーカイブシステム 週5日 1 デジタル化した新聞等
データの保管、閲覧用
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輸入者である SNPECI 社が免税要請レターを作成し、総裁が署名したレターを上位省庁の

通信・デジタルエコノミー・郵政省を通じて税関当局に対し提出する。この際、機材輸入

に係る書類（インボイス等）と、援助であることの証明書類（E/N・G/A 写し、業者契約書

写し等）を添付する必要がある。所要期間は最低 3 ヶ月である。 

現地調達の資機材については、付加価値税の還付手続が必要となる。手続は輸入の場合と

同様である。 

 

(6) 機材据付および操作指導 

CTP については、メーカーの欧州や中東の代理店から技術者が派遣され、据付、セットア

ップ、初期操作指導を行うことになる。 

デジタルアーカイブ機材については現地代理店により、据付、セットアップ、初期操作指

導が行われる見込である。 

 

(7) 事業実施工程表 

本事業の実施工程は表-10 の通りである
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表-10 事業実施工程表 

 
国名：コートジボワール国　　案件名：SNPECI社(コートジボワール国営新聞・出版新社)印刷工程およびアーカイブデジタル化機材整備計画

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

 交換公文 （E/N）締結 ▼

 無償資金拠出協定（G/A)締結 ▼

 コンサルタント契 約 ▼

 計画内容最終確認（契約締結）

 機材仕様等のレビュー

 入札図書作成

 入札図書承認

 公示 ▼

 入札 ▼

 入札評価

 業者契約 ▼

 機器製作図作成

 機器製作

 事前確認・打合せ（ｺﾝｻﾙ・先方機関）

 出荷前検査

 船積前機材照合検査

 船積み

 機器輸送

 開梱・搬入・据付工事

 初期操作指導

 検収・引渡し（完了確認）

凡例： 日本国内業務

第三国業務

現地業務

▼ 想定時期

項目 12

契
約

実
 

施
 

設
 

計

調
 

達
 

工
 

程

暦年 2018年 2019年

会計年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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3-3 相手国側負担事業の概要 

本計画の実施にあたり、想定される「コ」国側の負担事項は表-11 の通りである。 

 

表-11 「コ」国側負担事項 

項目 
概算金額 

外貨額 円貨換算額 
支払授権書（A/P）発行に係る手数料 
及び A/P に基づく送金手数料 - 64,000 円 

本事業実施後の年間維持管理 - 900,000 円 

 
3-4 プロジェクトの運営維持管理計画 

CTP は印刷所の技術者によって週に 6 日間使用、維持管理がされる。SNPECI 社の技術者

に対し十分に初期操作指導を行うことで、日常の維持管理は問題なく行えるものと思われ

る。加えて、年に一回程度、メーカー代理店の技術者による定期点検、オーバーホール、

部品交換を行うことが望ましい。その場合は、CTP のメーカー代理店は「コ」国内にはな

いため、ヨーロッパや中近東などにある代理店に依頼する必要がある。 

デジタルアーカイブ機材は、IT システム部の専任担当者が週に 5 日、アーカイブの電子化

とメタデータ作成を行う。サーバーにある程度電子データが保存された時点でテープ媒体

へのコピーを行い、別の場所に保管することでデータの消失リスクを軽減する。電子デー

タの保存後は特に作業は発生しないが、サーバーは現地の専門業者とメンテナンス契約を

締結し、年に一回程度定期点検やメンテナンスを行うことが望ましい。 

SNPECI 社は、既存の中古 CTP の維持管理に当たりフランスから技師を呼びよせて対応す

るなど、自社の事業継続に大きく影響する重要な機材については、支出超過が続く中でも

修理に必要な経費を捻出してきた。また、2017 年 11 月に SNPECI 社の再建計画が閣議承認

により、支出超過状況の改善に向けた道筋も示されている。このような背景に鑑み、本計

画の対象機材についても、必要な維持管理予算の確保に大きな問題はないと考えられる。 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

2017 年 11 月に閣議承認された同社の再建計画が想定通り履行され、SNPECI 社が今後も

国営企業としての事業を継続することが条件となる。 

 

4-2 機材納入のために必要となる工事等 

不要である。 

 

4-3 プロジェクトの評価 

4-3-1 妥当性 

本計画は、SNPECI 社の新聞印刷工程効率化や同社のアーカイブ記録の保護により新聞の

安定的な供給や当国の歴史資料の保存・継承を支援し、国民の情報へのアクセス保障や言

論・思想の自由促進を通じて、「コ」国が推進する国民和解と社会の調和、民主主義の推進

に寄与すものである。対「コ」国 JICA 国別分析ペーパー（2016 年 3 月）において「平和と

安定」が重点課題であると分析しており、我が国の対「コ」国国別開発協力方針（2014 年

4 月）における重点分野としても「安全で安定した社会の回復」が定められており、本計画

はこれら分析・方針に合致する。 

 

4-3-2 有効性 

(1) 定量的効果 

指標名 基準値 
（2016 年実績値） 

目標値（2022 年） 
【事業完成後 3 年】 

新聞製版作業にかかる平均時間

（時間/日） 
5 1 

デジタル化されるページ数 0 286,000 

※紙媒体で保管されているフラテルニテ・マタン紙バックナンバー全 572,000 ページが対象。 

(2) 定性的効果 
  

① 新聞印刷工程の効率化により、新聞の安定供給が可能となり、国民の情報アクセス保

障や言論・思想の自由が促進される。 

② SNPECI 社が印刷する自社紙及び他紙計 20 紙以上の紙面が鮮明になる。 

③ 物理媒体で保管されているフラテルニテ・マタン紙のバックナンバーや写真画像が電

子化により保護され、新聞記事や画像資料の即座の検索・閲覧が可能になる。 
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4-4 その他（広報、人材交流等） 

4-4-1 相手国側による広報計画 

本計画が実施された場合、SNPECI 社は自社メディア等を活用して、下記のような日本の

援助を広く国民に知らしめることを約束している。 

①  引渡式の実施 

② 自社メディア（新聞、雑誌、ウェブサイト）を使用しての広報 

③ 他社メディア（特に印刷を引き受けている新聞社）への取材・報道勧奨（プレスリ

リース発信、引き渡し式への招待等） 

④ アーカイブ電子化作業の進捗状況の定期的な自社メディアによる報道 

⑤ 供与機材への日章旗マークの貼付 

 

4-4-2 その他 

特になし。 
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【資料】 

1. 調査団員・氏名 

東根作 貴美代 機材計画 （一財）日本国際協力システム 

横尾 秀利 機材調達・積算 （一財）日本国際協力システム 

 

2. 調査行程 

 

 

 

 

 

 

 

No. 旅程 活動内容 宿泊

1 6月4日 日 22:00 東京/成田 (EK319) →

2 6月5日 月 → 03:40 ドバイ 07:30 (EK787) → 13:50 アビジャン アビジャン

3 6月6日 火
10:30 JICA事務所表敬・打合せ

14:00 SNPECI社表敬・打合せ
アビジャン

4 6月7日 水 SNPECI社現地調査・打合せ アビジャン

5 6月8日 木 SNPECI社現地調査・打合せ アビジャン

6 6月9日 金
10:00 通信・デジタル経済・郵政省表敬・打合せ

14:00 SNPECI社現地調査・打合せ
アビジャン

7 6月10日 土 現地代理店調査 アビジャン

8 6月11日 日 書類整理 アビジャン

9 6月12日 月

SNPECI社現地調査・インタビュー

現地代理店調査

14:00 通信・デジタル経済・郵政省ミニッツ協議

アビジャン

10 6月13日 火
SNPECI社インタビュー

現地代理店調査
アビジャン

11 6月14日 水

SNPECI社インタビュー調査

現地代理店調査

15:30 通信・デジタル経済・郵政省ミニッツ協議

アビジャン

12 6月15日 木
(東根作)
アビジャン 15:20 (EK788) →

SNPECI社インタビュー調査

現地代理店調査
15:30 通信・デジタル経済・郵政省ミニッツ協議

アビジャン

13 6月16日 金 → 05:50 ドバイ 08:00 (EK312) → 22:45 東京/羽田

09:00 JICA事務所報告

10:30 日本国大使館報告

ミニッツ署名

アビジャン

14 6月17日 土
(横尾)
アビジャン 15:20 (EK788) → 移動

15 6月18日 日 → 05:50 ドバイ 08:00 (EK312) → 22:45 東京/羽田 移動

日付
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3. 関係者（面会者）リスト 

 

コートジボワール国通信・デジタルエコノミー・郵便省 

官房長   André APETE (Mr.) 

技術顧問  Modibo SAMAKE (Mr.) 

技術顧問  Ahmed SAKO (Mr.) 

法務・国際協力局長 Ibrahim COULIBALY(Mr.) 

調査担当  TADE RRDE  Eric (Mr.) 

SNPECI 社 

総裁  Venance KONAN (Mr.) 

副総裁  SAGANOGO Mohamed Lamine (Mr.) 

技術部長  Baflan Patricia  LamineLOUALI (Ms.) 

会計部長  Josephe KOUAME K. (Mr.) 

ＩＴ技術部長 RAHIMI Adama (Mr.) 

 

 

在コートジボワール日本国大使館 

特命全権大使 川村 裕 (Mr.) 

参事官  村田 優久夫 (Mr.) 

一等書記官  青木 協太 (Mr.) 

二等書記官  柿崎 新之助 (Mr.) 

 

JICA コートジボワール事務所 

所長 飯村 学 (Mr.) 

所員 岡本 真澄 (Ms.) 

所員 沼澤 まりこ (Ms.) 

所員 DON Bethuel Obikoa (Mr.) 

 

4. 討議議事録および当初ニーズからの変更点 

(1) ニーズ内容 

SNPECI 社および通信・デジタルエコノミー・郵政省と合意した討議議事録は別添の通り

である。 

ニーズ内容については、協議の中で背景を確認し、プロジェクトの方向性や内容を見直し

たところ、当初ニーズ内容から削除した機材は表-12 のとおりである。 

 

 



22 
 

 

表-12 当初ニーズ内容から変更した機材 

 

ニーズ内容 変更内容 

プロッター 印刷幅 3.2m 以上、6 色以上、インクジェットタイプ 削除 

 

(2) その他 

特になし。 

 

(3) 参考資料 

特になし。 

 

(4) その他の資料・情報 

特になし。 
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